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□設立認証の申請にあたってのお願い 

 
○ 特定非営利活動法人の設立、申請書類の作成については、事前相談をお勧めしています。 

 

○ 相談・申請に当たっては、原則予約制となっておりますので、あらかじめ電話で相談日時をご予

約いただき、予約時刻に市民協働推進課までお越しください。 

 

相談受付時間：月曜日から金曜日（祝日を除く）の午前８時半から正午、午後１時から午後５時 

相談先：市民協働推進課（市役所第２別館４階） 電話０４２－７６９－８２２６ 

 

※初回相談時には、できる限り次の書類をご用意ください。 

１.  定款  

２.  役員名簿  

３.  設立趣旨書  

４.  事業計画書（２事業年度分）  

５.  活動予算書（２事業年度分）  

 

□書類の提出等の窓口について 

 
○ 特定非営利活動法人が行う認証及び認定の申請・各種届出等の提出については所轄庁が窓口にな

ります。 

特定非営利活動法人の所轄庁は、その主たる事務所が所在する都道府県の知事（同一の政令指定

都市のみに事務所を置く法人にあっては政令指定都市の長）となります。（Ｐ４を参照） 
  ※神奈川県内の所轄庁等の情報については裏表紙内側をご覧ください。 

  

○ 特定非営利活動法人の設立の認証申請書や法人成立後にご提出いただく書類の様式、提出書類の

閲覧・公開等については、各所轄庁で異なります。この冊子では、相模原市への提出、届出、申請

等についてご案内します。 

   都道府県及び他政令市への提出、届出等については、各自治体のホームページ等でご確認くださ

い。 

 

□市ホームページについて 

 

○ ＮＰＯ法人向けの情報は、市ホームページにも掲載しております。 

 右のＱＲコードからご覧ください。 

 

＜略 称 一 覧＞ 

 

本事務の案内では、次の略称を使用しています。 

 

法  … 特定非営利活動促進法（平成１０法律第７号） 

内閣府令 … 特定非営利活動促進法施行規則（平成２３年内閣府令第５５号） 

条 例 … 相模原市特定非営利活動促進法施行条例（平成２４年相模原市条例第７号） 

規 則 … 相模原市特定非営利活動促進法等の施行に関する規則（平成２４年相模原市規則第６１号） 

 

（法・条例・規則については、令和７年４月１日現在のものを掲載しています。） 
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□ 法律の目的 
○ 特定非営利活動促進法は、福祉、まちづくり等さまざまな社会貢献を行う団体に対

して、法に基づいた法人格を付与し、また、公益の増進に資するものとして一定の要

件を満たす法人に対し認定を付与することで、市民が行う自由な社会貢献活動の健全

な発展を目的としています。 
法人格が付与されることにより、契約等の法律行為の主体になることができますが、

一方で法人としての義務も負うこととなります。 

なお、法人が行う社会貢献活動は特定非営利活動となります。 

 

□ 特定非営利活動の定義（法第２条第１項） 
○ 「特定非営利活動」とは、法で規定された２０分野の活動に該当する活動をさし、不

特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいいます。 
特定非営利活動法人が、特定非営利活動を主たる目的として行う活動は、この２０分

野のいずれかに当てはまる必要があります。 

※相模原市では、上記⑳について、条例で定めることによる活動分野の追加は行っていません。 

 

 

 

 

 

 

  
① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

 ② 社会教育の推進を図る活動 

 ③ まちづくりの推進を図る活動 

 ④ 観光の振興を図る活動 

 ⑤ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

⑥ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

 ⑦ 環境の保全を図る活動 

 ⑧ 災害救援活動 

 ⑨ 地域安全活動 

 ⑩ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

 ⑪ 国際協力の活動 

 ⑫ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

 ⑬ 子どもの健全育成を図る活動 

 ⑭ 情報化社会の発展を図る活動 

 ⑮ 科学技術の振興を図る活動 

 ⑯ 経済活動の活性化を図る活動 

 ⑰ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

 ⑱ 消費者の保護を図る活動 

 ⑲ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

⑳ 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動 
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２０分野の内容 
分 野 内 容 

① 保健、医療又は福祉の増進を図

る活動 

人々の健康の保持、生活（公衆）衛生の改善、高齢者、障がい者

等の保健や福祉の向上を助ける活動。 

② 社会教育の推進を図る活動 
社会一般において様々な人々を対象として行われている広い意

味での教育を推進する活動。 

③ まちづくりの推進を図る活動 
都市機能の増進や過疎地域の活性化のための調査や企画、様々

な施策の推進等を行う活動。 

④ 観光の振興を図る活動 各地域の独自の資源を活用した観光の振興をするための活動。 

⑤ 農山漁村又は中山間地域の振

興を図る活動 

農山漁村又は中山間地域（平野の外縁部から山間地）の振興を

するための活動。 

⑥ 学術、文化、芸術又はスポーツ

の振興を図る活動  
広く学術、文化、芸術を盛んにするための活動。 

⑦ 環境の保全を図る活動 
地球環境に関する活動や河川等の汚染の解消等比較的範囲の狭

い環境問題など、環境保全活動全般の活動。 

⑧ 災害救援活動 
災害時の救援活動や被災者の救援に必要な災害における継続的

な活動。 

⑨ 地域安全活動 
地域の防犯活動や犯罪被害者の支援又は救助、火災の予防や風

水害等の際の安全確保をするための活動。 

⑩ 人権の擁護又は平和の推進を

図る活動 

人権尊重の理念を広め、人権侵害に対する監視と救済をする活

動や、「平和」の達成や維持に向けて取り組む活動。 

⑪ 国際協力の活動 
海外との情報交換、国際的な催しの主催、海外への人員の派遣

や海外からの人員の受入れなど国際的な活動。 

⑫ 男女共同参画社会の形成の促

進を図る活動 

男女共同参画社会の形成に向けて、男女の人権に関する啓発活

動や社会的慣行の変化を促す活動。 

⑬ 子どもの健全育成を図る活動 
児童や少年の保健や教育等に必要な援助などを行うことで、心

身ともに健やかな「子ども」たちを育てるための活動。 

⑭ 情報化社会の発展を図る活動 
インターネットなどの情報通信技術の活用の促進を図る事業な

ど、情報化社会の発展を促す活動。 

⑮ 科学技術の振興を図る活動 
大学の関係者が各自の研究の基礎にある科学技術の普及を図る

事業など、科学技術の振興を図る活動。 

⑯ 経済活動の活性化を図る活動 
ベンチャー教育等、起業活動の環境整備を図る事業や、地域の

経済の活性化など経済の活性化を図る活動。 

⑰ 職業能力の開発又は雇用機会

の拡充を支援する活動 

路上生活者や障害者の職業訓練・就労支援を図る事業など職業

能力の開発や雇用機会の拡充を支援する活動。 

⑱ 消費者の保護を図る活動 
消費者に対して商品に関する情報提供や商品知識の普及を図る

事業など、消費者の保護を図るための活動。 

⑲ 前各号に掲げる活動を行う団

体の運営又は活動に関する連絡、

助言又は援助の活動 

法が目的とする、公益の増進に寄与するための特定非営利活動

の健全な発展を図るために、NPO 法人同士の横のつながりを図

り、新しい NPO法人を育てていくための活動。 

⑳ 前各号に掲げる活動に準ずる

活動として都道府県又は指定都

市の条例で定める活動 

地方団体における固有の事情に応じて柔軟な認証事務の実施を

一層可能にするため設けた①～⑲に掲げる活動に準ずる活動を

所轄庁が条例で定める活動。※相模原市では定めていない。 

参考：特定非営利活動法人制度研究会編『解説 特定非営利活動法人制度』３２頁～３５頁 
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□ 特定非営利活動法人の定義（法第２条第２項） 

○「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、次のいず

れにも該当する団体で、法の定めるところにより設立された法人をいいます。 

① 営利を目的としないこと 

② 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと 

③ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であること 

④ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的

とするものでないこと 

⑤ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするも

のでないこと 

⑥ 特定の公職の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでない

こと 

 

□ 所轄庁（法第９条） 
○ 特定非営利活動法人の所轄庁は、その主たる事務所が所在する都道府県の知事(一

つの政令指定都市のみに事務所を置く法人にあっては政令指定都市の長)となります。 

 

これにより、相模原市内のみに事務所を置く法人については相模原市が所轄庁となり、

相模原市に主たる事務所を置き、市外に従たる事務所を置く場合には神奈川県が所轄庁と

なります。 
 

相模原市内に主たる事務所がある特定非営利活動法人の所轄庁 

主たる事務所の所在地 従たる事務所の所在地 所轄庁 

相模原市 

相模原市内のみ 
相模原市 

従たる事務所なし 

相模原市外 神奈川県 

※神奈川県内の所轄庁等の情報については裏表紙内側をご覧ください。 

 
 

□ 特定非営利活動法人設立認証の基準（法第１２条第１項）（→P66・67「Q16」参照） 
○ 所轄庁は、設立の認証の申請をした団体が、次の基準を満たすと認める場合、法人の

設立認証をしなければなりません。 

① 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。 

② 上記の特定非営利活動法人の定義(法第２条第２項)に該当すること。 

③ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下④において同じ。）ではないこと。 

④ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構

成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体ではないこと。 

⑤ 10 人以上の社員を有するものであること。 

 

 ※認証とは、「一定の行為または文書の成立・記載が正当な手続でなされたことを公の機

関が証明すること」であるため、法人が行う事業の認可や許可をしているわけではあり

ませんのでご注意ください。 
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□ 役員の選任（法第１５条、第２０条、第２１条）（→P68・69「Q19・20」参照） 
○ 役員として、理事３人以上、監事１人以上を置く必要があります。 

○ 役員の親族等の人数については、一定の制限があります。 

○ 理事や監事について①から⑥までのいずれかに該当する者は役員になれません。 

 ① 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

② 禁錮（令和７年６月１日より「拘禁」）以上の刑に処せられ、その執行を終わった

日又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

③ 以下の理由で罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又は受けることがなく

なった日から２年を経過しない者 

  ・特定非営利活動促進法の規定に違反した場合 

  ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反した場合 

  ・刑法第 204 条[傷害]、第 206 条[現場助勢]、第 208 条[暴行]、第 208 条の２[凶器

準備集合及び結集]、第 222 条[脅迫]、第 247 条[背任]の罪を犯した場合 

  ・暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯した場合 

④ 暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員で

なくなった日から５年を経過しない者 

 ⑤ 設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証

を取り消された日から２年を経過しない者 

⑥ 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定め

るもの 

  

□ 登記（法第７条、第１３条、第２５条、第３９条など）（→P67・68「Q18」参照） 
○ 特定非営利活動法人は、所轄庁から設立の認証があった日から２週間以内に組合等登記

令第２条で定めるところにより、登記をする必要があります。登記しなければならない事

項は、登記の後でなければ、第三者に対抗することができません。 

  また、登記事項に変更があった場合にはその都度登記の内容を変更する必要があります。 

   

相模原市が所轄庁の特定非営利活動法人は、横浜地方法務局湘南支局（藤沢市辻堂神台

二丁目２番３号）で登記を行ってください。 
 
 

□ 法人の会計 (法第２７条) （→P70・71「Q22」参照） 
○ 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳する必要があります。 

○ 活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記及び財産目録は、会計簿に基づいて活動

に係る事業の実績及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとする必要

があります。 

○ 採用する会計処理の基準及び手続については、毎年継続して適用し、みだりにこれ

を変更することができません。 

 

□ 法人成立後に必要な申請・届出 (法第２３条、第２５条、第３１条、第３４条など)  
○ 法人成立後、役員の変更（役員の任期満了に伴う再任を含む）や定款の変更などを

行う場合には、相模原市に申請又は届出をする必要があります。（→P52～57 参照） 

・役員の変更等届出、定款変更の認証申請又は届出、法人の解散認定申請又は届出、

法人の合併認証申請 など 
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□ 事業報告書等の備置き・閲覧 (法第２８条～第３０条) 
（→P71～72「Q23・24・25」参照） 

○ 法人は、毎事業年度、事業報告書、活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記、財

産目録、年間役員名簿、社員のうち１０人以上の名簿などの書類を作成し、定款など

とともに関係者が閲覧できるよう法人のすべての事務所に備え置く必要があります。 

また、相模原市にもこれらの書類を提出する必要があります（提出期限は、事業年

度終了後３か月以内）。 

 ○ 法人は、貸借対照表について、定款で定めた方法により公告を行う必要があります。 

○ 提出された書類は、所轄庁窓口・内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトでも閲覧するこ

とができます。 

 

□ 情報の提供 (法第７２条第２項)  
○ 法人は、事業報告書その他の活動の状況に関する情報を内閣総理大臣が整備するデ

ータベース（内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト）に記録することにより、積極的な公

表に努めてください。 

  なお、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトを利用する場合は、事前に法人登録が必要

となります。 

○ 内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトＵＲＬ（ユーザー登録画面） 

 https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/users/auth/login 
 

 

□ 所轄庁による監督 (法第４１条～第４３条) （→P74・75「Q27～29」参照） 
○ 法人が法又はその他の法令や定款などに違反する疑いがあると認められる相当な理

由があるときは、所轄庁はその法人に対し、①報告徴収、②検査、③改善命令、④設

立認証の取消しをすることができることになっています。 

また、法人が事業報告書等を３年以上継続して所轄庁に提出を怠った場合にも、④

の設立認証の取消しができることになっています。 
 

 

□ 税制上の扱い (法第７０条、第７１条) （→P49「参考」・P75「Q30」参照） 
○ 法人税及び法人事業税については、法人税法上の収益事業(法人税法施行令第５条第

１項に掲げられている３４業種。以下同じ。)の所得に対しては課税されますが、それ

以外の事業の所得は非課税となっています。 

○ 法人住民税(県民税・市民税)については、法人税法上の収益事業を行っている場合

は均等割と法人税割が課税され、法人税法上の収益事業を行っていない場合は均等割

のみが課税されます。（減免制度があります。) 
※ 所轄庁の認定を受けた認定特定非営利活動法人に対して寄附を行った個人又は法人につ

いて、所得税及び法人税等の特例措置があります。（→P57「８」参照） 
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★法人成立までの主な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

事前相談時には、次のページに記載する申請書類のうち、

② 定款、③役員名簿、⑧ 設立趣旨書、⑩ 事業計画書２事業

年度分、⑪ 活動予算書２事業年度分をできる限りご用意くだ

さい。 
 

設立総会を開いて法人設立についての意思決定をします。

また、設立の趣旨、定款、事業計画、活動予算、役員の選任

等の必要事項は、設立総会において決定します。 

 

法人設立認証の申請書類を相模原市に提出します。（申請に

必要な書類は、次ページでご確認ください。）  
 

※ 事務所の所在地により所轄庁（申請窓口）が変わります。 

詳しくは、Ｐ４を参照してください。 
※ 申請日から１週間以内であれば、軽微な不備について補正を

することができます。（詳細はＰ４８参照） 
 

＜公表＞申請のあった年月日、申請された法人の名称、代表

者の氏名、主たる事務所の所在地、定款に記載された目的

を市ホームページ上で公表します。 

＜縦覧＞申請書類のうち、②定款、③役員名簿、⑧設立趣旨  

書、⑩事業計画書２事業年度分、⑪活動予算書２事業年度

分を、２週間、市民協働推進課の窓口で縦覧します。 

なお、③を除く縦覧書類は、市ホームページ上でも公開

します。 

〔 https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/shisei_sanka/partnership/npo/10

05137.html〕 

 

申請書受理日から２か月半以内（縦覧期間の終了後２か月

以内）に、認証又は不認証の決定をし、書面を交付します。 

 

法人の成立には、認証の決定を受けた日から２週間以内に

法務局で法人設立登記をする必要があります。 

参考：法務局ホームページ 

〔https://houmukyoku.moj.go.jp/homu/touki2.html〕 

  

 

登記完了後、「登記事項証明書（履歴事項全部証明書）」等

を添付して、設立登記完了届出書を相模原市に提出します。

その他、法人開設届の提出等も必要です。 

１ 相模原市内のみに事務所を置く特定非営利活動法人の設立について、申請書類の作成方法

等をご案内しています。 

２ 申請書類の作成等に関する事前相談を原則予約制で実施しております。 

（予約先 ０４２－７６９－８２２６ 市民協働推進課） 

３ 提出書類は、官公署が発給した文書以外は、なるべく日本産業規格Ａ４に統一してください。

また、書類の用紙には、感熱紙等を使用しないでください。 

設立登記完了届出書の提出 

認 証 

事 前 相 談             

不 認 証 

法 人 設 立 認 証 の 申 請 

法人の設立の意思決定             

公 表 

申請受理  

縦 覧 

2

週

間 

設 立 登 記             

２
か
月
半
以
内 

審   査 
(縦覧終了後 
２か月以内) 

受
理
日
か
ら 

２
週
間 

受
理
日
か
ら
認
証
・
不
認
証 

が
決
定
す
る
ま
で  
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１ 法人の設立認証申請 
設立認証申請に必要な書類は、以下のとおりです。次ページ以降のチェックリスト及び提出

書類（⑤各役員の住所又は居所を証する書面を除く。）の記載例を参考にしてください。 
 

書類名 提出部数 記載例 

① 特定非営利活動法人設立認証申請書(第１号様式) １部 Ｐ11 

② 定款 ２部 Ｐ12～ 

③ 
役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の

有無を記載した名簿） 
２部 Ｐ33 

④ 誓約及び就任承諾書のコピー 各１部 Ｐ34 

⑤ 

各役員の住所又は居所を証する書面（次のいずれかを提出） 

 ※申請の日から６か月以内に作成されたものに限ります。 
 

(1) 住民票の写し（コピーではなく、市区町村の長が交付した書面で、個人番号

の記載のないもの） 

    住民基本台帳ネットワークシステムでの確認を希望する方は、住民票の写し

を省略することができます。 

(2) 権限を有する官公署が発行した当該役員の住所又は居所が記載された書面 

海外に住む外国人など住民基本台帳に記録されていない方の提出書類です。 

外国語で作成されている場合は、翻訳人を明らかにした翻訳文を添付してくだ

さい。 

各１部 － 

⑥ 社員のうち 10 人以上の者の名簿 １部 Ｐ35 

⑦ 確認書 １部 Ｐ36 

⑧ 設立趣旨書 ２部 Ｐ37 

⑨ 設立についての意思の決定を証する議事録のコピー １部 Ｐ38 

⑩ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 ２部 Ｐ39 

⑪ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 ２部 Ｐ40～ 

⑫ 委任状：申請者(設立代表者)以外の代理人が申請書を提出する場合に必要 １部 Ｐ47 

 
○ 相模原市では、法人の設立認証等に関する皆様の個人情報については、「相模原市個人情報
保護条例（平成１６年条例第２３号）」に基づき、適正に取り扱っています。 

※法人成立後には、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトにおいて以下の法人情報を公開します。 

   ア.法人の名称 イ.所轄庁 ウ.主たる事務所の所在地 エ.従たる事務所の所在地 オ.代表
者氏名 カ.設立認証年月日 キ.定款に記載された目的 ク.活動分野 ケ.法人番号 コ.認
定 サ.監督情報 シ.定款 ス.事業報告書等(名簿類を除く)  
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設立認証申請書類提出チェックリスト 

 

区 分 項  目  チェック欄 

所轄庁 事務所がすべて相模原市内にあるか。  

①申請書（規則の第１号様式として定まっているもの）  

 申請者の氏名及び住所又は居所の記載があるか。 

（申請者が役員の場合、氏名及び住所等が住民票の写し等と一

致しているか。） 

 

特定非営利活動法人の名称、主たる事務所の所在地、目的の記

載が定款と一致しているか。 
 

代表者の氏名が、定款附則の代表者氏名、役員名簿の代表者氏

名と一致しているか。 
 

代表者の氏名が住民票の写し等と一致しているか。  

②定款（２部）縦覧書類  

 目的の記載があるか。  

名称の記載があるか。  

特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種

類の記載があるか。 
 

主たる事務所及びその他の事務所の所在地の記載があるか。  

社員の資格の得喪に関する事項の記載があるか。  

役員に関する事項の記載があるか。  

役員の任期に関する規定があるか。  

会議（社員総会）に関する事項の記載があるか。  

資産に関する事項の記載があるか。  

会計に関する事項の記載があるか。  

事業年度の記載があるか。  

その他の事業を行う場合には、その種類 

その他当該その他の事業に関する事項の記載があるか。 
 

解散に関する事項の記載があるか。  

定款の変更に関する事項の記載があるか。  

公告の方法の記載があるか。  

設立当初の役員の記載があるか。  

③役員名簿（２部）縦覧書類  

 役員全員の氏名及び住所又は居所が記載されているか。  

役員全員の報酬の有無が記載されているか。  

氏名及び住所又は居所が住民票の写し等と一致しているか。  

④各役員の誓約及び就任承諾書の謄本 理事（  ）監事（  ） 

 氏名及び住所又は居所が住民票の写し等と一致しているか。  

誓約及び就任承諾書のコピーが役員全員分添付されているか。  

⑤各役員の住所又は居所を証する書面 要（ ）不要（  ） 

 住民基本台帳ネットワークシステムに該当しない又は利用しな

い役員について書面が添付されているか。 
 

添付された書類は申請日前６か月以内に作成されたものか。  

添付された書面には、個人番号（マイナンバー）の記載がない

か。 
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外国語記載のものの場合、翻訳人を明らかにした翻訳文が添付

されているか。 

 

⑥社員のうち１０人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表

者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面 

 

 １０人以上の社員の氏名、住所又は居所（法人の場合、名称、

代表者の氏名、住所）が記載されているか。 

 

⑦確認書  

 日付は設立総会の日より前の日付になっていないか。  

⑧設立趣旨書（２部）縦覧書類  

 定款の目的及び活動の種類、事業と整合性が取れているか。  

共益的な活動が主たる目的となっていないか。  

⑨設立についての意思の決定を証する議事録のコピー  

 議長及び議事録署名人の署名又は記名及び押印がされている

か。 

 

⑩設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書（２部）縦覧書類  

 設立初年度及び翌年度の２事業年度分あるか。  

定款の事業名と計画書の事業名は一致しているか。  

事業が必ず２事業年度の中で行われているか。  

事業が法人設立前から開始していないか。  

事業は目的内事業か⇒目的外ならその他事業に  

⑪設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書（２部）縦覧書類  

 設立初年度及び翌年度の２事業年度分あるか。  

事業計画書の支出見込額と予算の支出額が一致しているか。  

管理費が事業費を大幅に上回っていないのか。  

（その他の事業がある場合）特定非営利活動に支障があるよう

な予算となっていないか。 

 

全体 役員名簿、社員名簿等に、年齢、性別、電話番号等の個人情報

となるような不要な記載がないか。 

 

 

 

 

 

○特定非営利活動法人の制度については、Ｐ５８からのＱ＆Ａにも掲載

されていますので、こちらもあわせて参考にしてください。 

 

【主な内容】 

・ＮＰＯ法人制度の総論・定義について  

・ＮＰＯ法人の設立認証申請に関すること  

・ＮＰＯ法人の運営に関すること  

・ＮＰＯ法人の情報公開に関すること  

・ＮＰＯ法人の監督に関すること  

・ＮＰＯ法人の税制に関すること  
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第１号様式(第２条第１項関係) 

 

 

特定非営利活動法人設立認証申請書 

 

 

年   月   日  

   

 

 相模原市長 あて 

 

申請者 住所又は居所 神奈川県相模原市○○区△△1丁目 2番 3号 

                    氏    名 相模原 太 郎       

                    電 話 番 号 ×××－□□□－△△△△ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ番 号 なし 

 

 特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第１０条第１項の規定により、次のとおり

特定非営利活動法人を設立することについて認証を受けたいので、申請します。 

特定非営利活動法人の名称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

代 表 者 の 氏 名             
相模原 花 子 

主たる事務所の所在地             相模原市○○区△△１丁目２番３号 

定款に記載された目的             
この法人は、○に対して、○に関する事業を行い、○ に寄与す

ることを目的とする。 

 

備考 

１ 主たる事務所の所在地は、町名及び番地まで記載してください。 

２ 次の書類を添付してください。 

(１)定款(２部) 

(２)役員名簿(２部) 

(３)各役員が特定非営利活動促進法第２０条各号に該当しないこと及び同法第２１条の規定に違反しないこ

とを誓約し、並びに就任を承諾する書面の謄本 

(４)各役員の住所又は居所を証する書面(相模原市特定非営利活動促進法施行条例第２条第５項の規定の適

用を受ける場合は、同条例第２条第２項第１号に掲げる住民票の写しの添付を要しないものとします。) 

(５)社員のうち１０人以上の者の氏名(法人にあっては、その名称及び代表者の氏名)及び住所又は居所を記

載した書面 

(６)特定非営利活動促進法第２条第２項第２号及び同法第１２条第１項第３号に該当することを確認したこ

とを示す書面 

(７)設立趣旨書(２部) 

(８)設立についての意思の決定を証する議事録の謄本 

(９)設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書(２部) 

(１０)設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書(２部) 

 

②この日付のみ空欄で。

申請受理時に記入してい

ただきます。 

⑤ﾌｧｸｼﾐﾘがない場合は｢なし｣と記載。 

③氏名・住所とも住民票どおりに記載し

てください。申請者の方は議事録に記載

される設立代表者と一致します。 

⑥「特定非営利活動法

人（又はＮＰＯ法人）」

の記載を忘れずに。 

⑦法人の代表者になる方のお名前です。 

申請者と代表者が同一人物である必要は

ありません。 

①施行規則で定まった様式です。相

模原市以外の様式では受理できま

せん。 

⑧役員・社員等の個人宅を

事務所として使用する場合

は、住民票記載どおりに。 

 

（注） 

申請者以外の代理人の方が所轄庁に申請書類をご提出

される場合には、委任状が必要となります。（記載例：

Ｐ47） 

押印の必要はありません。 

⑨定款第３条本文「この法人

は～」を 

そのまま転記。 
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○ 定款とは？：法人の基本的な決まりを定めて文書化したものが定款で、法人の運営は

定款に則って行います。 

 

○ 次ページ以降では、定款を作成するときに参考としていただくための「定款例」をご

案内しています。条文ごとに解説等を記載しています。 

 

○ 定款に必ず記載しなければならない事項（絶対的記載事項）は下表のとおりです。 

(法第 11 条、法第 14 条の４、第 24 条、第 25 条第１項、第 28 条の２第１項（平成 30

年 10 月 1 日から施行）、第 31 条第 1 項第 2 号、第 32 条第 1 項 参照) 

 
定款に必ず記載しなければならない事項 

（絶対的記載事項） 
根  拠 

① 目的 法第 11 条第１項第１号 

② 名称 法第 11 条第１項第２号 

③ 
特定非営利活動の種類及び 

当該特定非営利活動に係る事業の種類 
法第 11 条第１項第３号 

④ 主たる事務所及びその他の事務所の所在地 法第 11 条第１項第４号 

⑤ 社員の資格の得喪に関する事項 法第 11 条第１項第５号 

⑥ 

役員に関する事項 

・設立当初の役員 

・役員の任期 

法第 11 条第１項第６号 

法第 11 条第２項 

法第 24 条 

⑦ 
会議に関する事項 

・総会の招集 

法第 11 条第１項第７号 

法第 14 条の４ 

⑧ 資産に関する事項 法第 11 条第１項第８号 

⑨ 会計に関する事項 法第 11 条第１項第９号 

⑩ 事業年度 法第 11 条第１項第 10 号 

⑪ 
その他の事業を行う場合には、その種類 

その他当該その他の事業に関する事項 
法第 11 条第１項第 11 号 

⑫ 

解散に関する事項 

・残余財産の帰属先(決めておく場合は帰属先又は選定方法) 

・解散事由 

法第 11 条第１項第 12 号 
法第 11 条第３項 
法第 32 条第１項 
法第 31 条第１項第２号 

⑬ 
定款の変更に関する事項 

・定款の変更の社員総会の議決 

法第 11 条第１項第 13 号 

法第 25 条第１項 

⑭ 公告の方法 
法第 11 条第１項第 14 号 

法第 28 条の２第 1 項 

 

 

 

※ 次のページから掲載している定款例については、ホームページから 

ダウンロードすることができます。詳しくは、以下のＵＲＬをご覧ください。 

 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/shisei_sanka/ 

partnership/npo/1005085.html 

注目！
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特定非営利活動法人○○○○定款 

 

  第１章 総則 

 

（名称） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第２号）・登記事項 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人○○○○という。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務所） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第４号）・登記事項 

第２条 この法人は、主たる事務所を神奈川県相模原市○○区○○町○丁目○番○号に置

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２章 目的及び事業 

 

 

 

 

 

  第２章 目的及び事業 

 

（目的） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第１号）・登記事項 

第３条 この法人は、 ①  に対して、 ②  に関する事業を行い、 ③  に寄与す

ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

＜第２条注＞ 

 ① 活動の主たる拠点となる場所を主たる事務所、それ以外の拠点を従たる事務所としてその

全てを記載してください。事務所とは、一般的に法人の代表者（責任者）が所在する場所で

あり、事業活動の中心となる場所です。また、書類の備え置き等も主たる事務所に行う必要

があります。 

② 従たる事務所がある場合は、次のように記載してください。 

 

 

 

 

③ 具体的な住所ではなく、「相模原市に置く」という表記も可能です。 

 

第２条 この法人は、主たる事務所を・・・・・・・・・・・・・・・・に置く。 

２ この法人は、前項のほか、従たる事務所を神奈川県相模原市○○区○○町○丁

目○番○号…に置く。 

 

定款例

＜第１条注＞ 

法人名称は、登記に使用できる文字・記号の範囲での表記をお勧めします。日本文字以外の表

記をお考えの場合は事前に法務局に確認してください。 

名称の登記に使用できない記号例：「 」 （ ） ！ ？ ☆   等 

 使用できる記号例：＆(アンパサンド) ’（アポストロフィ） ，（コンマ） -（ハイフン） 

．（ピリオド） ・（中点）これらの符号は、字句を区切る符号としての使

用のみ可。ただしピリオドは省略を表すものとして末尾使用可。 

 アルファベットも使用できますので、ＮＰＯ法人と称することも可能です。 

＜第３条注＞ 

 提出申請書類のひとつである『設立趣旨書』に掲げた内容と合うように記載します。 

 ① には、受益対象者の範囲を記載してください。（例：市民、高齢者、老若男女 等） 

 ② には、主要な事業を記載してください。（例：介護サービス事業、○○啓発事業 等） 

 ③ は、法の別表に掲げる活動を参考に、公益に資することがわかるような表現としてくださ

い。（例：地域福祉の向上、社会教育の推進 等） 

縦覧書類 
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（特定非営利活動の種類） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第３号）・登記事項 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行

う。 

(1)  

(2)  

…… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第３号・第１１号）・登記事項 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

① 

  ② 

 …… 

(2) その他の事業   ※その他事業を行う場合は枠内を記載し、行わない場合は不要 

① 

  ② 

 …… 

２ 前項第２号に掲げる事業は、同項第１号に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、

利益を生じたときは同項第１号に掲げる事業に充てるものとする。 

 

 

 

 

 

＜第４条注＞ 

法第２条別表に掲げる活動のうち、いずれの活動に該当するかを法律の文言どおりに記載して

ください。 

行う活動が複数の項目に該当する場合には、それぞれの活動を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 保健、医療又は福祉の増進を図る活動  ② 社会教育の推進を図る活動 

③ まちづくりの推進を図る活動      ④ 観光の振興を図る活動  

⑤ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

⑥ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動  

⑦ 環境の保全を図る活動          ⑧ 災害救援活動 

⑨ 地域安全活動             ⑩ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

⑪ 国際協力の活動            ⑫ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

⑬ 子どもの健全育成を図る活動      ⑭ 情報化社会の発展を図る活動 

⑮ 科学技術の振興を図る活動              ⑯ 経済活動の活性化を図る活動 

⑰ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

⑱ 消費者の保護を図る活動 

⑲ 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 
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＜第５条注＞ 

〇事業名の定め方 

・定款第５条は、『設立趣旨書』と定款第３条「目的」の内容を具体的な事業にするイメージで

作成してください。ただし、事業名は、細事業を列挙するのではなく、大きな柱としてまとめて

ください。 

 

①雑木林の保全事業 

②里山管理指導者養成事業 

③自然観察会開催事業 

④講習会、セミナー等開催事業 

⑤機関紙、研究報告書、書籍の発行 

⑥ホームページの開設・運営 

 

 

① 里山の保全事業 

② 自然環境教育事業 

③ 自然環境保護に関する普及啓発事業 

 

定款の事業は、大きな柱でまとめてください 

定款に記載された事業のみの活動となります！ 

詳しい事業内容は「事業計画書」

に記載してください 

〇「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」（Ｐ6３・6４「Ｑ９」参照） 

・特定非営利活動法人が行うことのできる事業は「特定非営利活動に係る事業」と「その他の

事業」に区分されます。そして、「その他の事業」を行う場合には、「特定非営利活動に係る事

業」に支障がないかぎり行うこと、利益を生じたときは、特定非営利活動に係る事業に使用す

ることが必要です。 

特定非営利活動に係る事業 
利益の有無にかかわらず
．．．．．．．．．．．

、特定非営利活動中の１９分野で選

定した活動で、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与す

ることを目的として行う事業 

そ の 他 の 事 業 

「特定非営利活動に係る事業」に充てるために利益を上げる

目的で行う事業や、構成員（社員）のみを対象とした共益的な

事業 

 

※ 特定非営利活動促進法上の「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」の区分と、

法人税法上の「収益事業」と「非収益事業」の区分は異なります。従って、「特定非営利活動に

係る事業」であっても、収益事業に該当する場合があります。 
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第３章 会員 社員の資格の得喪に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第５号） 

 

（種別） 

第６条 この法人の会員は、次の○種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以下

「法」という。)上の社員とする。 

(1) 正会員  この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体 

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し、活動を支援するために入会した個人及び団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

（入会） 

第７条 会員の入会については、特に条件を定めない。 

２ 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、理事長

に申し込むものとし、理事長は、そのものが前条に掲げる条件に適合すると認めるとき

は、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。 

３ 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもっ

て本人にその旨を通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

＜第６条注＞ 

 ①社員以外の名称を使う場合には、どれが法上の社員にあたるかを明確にしてください。 

 ②正会員以外の賛助会員等について定める場合は、正会員と区別して第２号以降にその内容を

記載してください。 

＜第７条注＞ 

 入会の条件がある場合には、第７条は次のように記載してください。 

 ただし、ＮＰＯ法人の資格の得喪について加入脱退の自由を保証することを原則としていま

すので、合理的かつ客観的な理由のない条件を付すことはできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 入会の条件は、全て記載してください。なお、社員の資格の得喪に関して不当な条件を

付してはならないこととなっています。（法第２条第２項第１号イ） 

 

 

（入会） 

第７条 正会員は、次に掲げる条件を備えなければならない。 

(1)  

 …… 

２ 正会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、

理事長に申し込むものとし、理事長は、そのものが前項各号に掲げる条件に適合す

ると認めるときは、正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。 

３ 理事長は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面を

もって本人にその旨を通知しなければならない。 

 

＜第８条注＞ 

 入会金又は会費がある場合に記載してください。 

 設立当初の金額は、附則に記載してください。（０円の場合でも記載してください。） 
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（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。 

(3) 継続して○年以上会費を滞納したとき。 

(4) 除名されたとき。 

 

 

 

 

 

（退会） 

第 10 条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することが

できる。 

 

（除名） 

第 11 条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会において正会員総数の○

分の○以上の議決により、これを除名することができる。この場合、その会員に対し、

議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) この定款等に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

 

 

 

 

 

 

  第４章 役員 役員に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第６号） 

 

（種別及び定数） 

第 12 条 この法人に次の役員を置く。 

(1) 理事 ○○人以上○○人以下 

(2) 監事  ○人以上 ○人以下 

２ 理事のうち、１人を理事長、若干名を副理事長とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第９条注＞ 

 第３号…滞納期間は、「〇か月以上」とすることもできます。 

 資格の喪失についても、入会時と同様に不当な条件を付すことはできません。 

 

＜第 11 条注＞ 

 会員の除名のような重要事項は、4 分の 3 以上などの特別多数を要件とすることが望まれま

す。 

＜第 12 条注＞ 

① 第１項：理事の定数は最低３人以上、監事の定数は最低１人以上です。（法第 15 条） 

② 第２項：役員(理事)の中に理事長・副理事長等の役職を置く場合は、それぞれの役職につい

て、本項（役職名等）、第 1３条（選任方法等）及び第 1４条（職務）の記載が必要です。

※団体は役員になることはできません。 

③ 第２項：職名は、理事長・副理事長以外の名称を用いることもできます。（例：代表、会長 

等） 
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（選任等） 

第 13 条 理事及び監事は、総会において選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 

３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは３親等以内の親族が

１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総

数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

 

 

 

 

 

 

 

（職務） 

第 14 条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたときは、理

事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を執行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業

務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。  

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法

令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若

しくは理事会の招集を請求すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 13 条注＞ 

① 第３項…法第 21 条←役員はこの項目に違反しないことを就任時に誓約します。 

② 第４項…理事は、社員や法人の職員を兼ねることができます。監事は、社員を兼ねることは

できますが、理事や法人の職員を兼ねることはできません。（法第 19 条） 

 

＜第 14 条注＞ 

① 第１項：この場合、理事長以外の理事の代表権を制限し、理事長のみが代表権を有する

ことになります。なお、定款において代表権を制限しない場合は、理事は、全ての業

務について法人を代表します。（法第 16 条） 

※理事長以外の理事に代表権がない事を明確にしたい場合は、第２項として次のような

内容を入れることもできます。 

 

 

 

② 第１項～第２項：定款第 12 条第２項で設けた役職について、それぞれの役割がわかる

ように記載します。 

 ③ 第４項…法第 18 条 第 4 項第５号：監事の職務から「若しくは理事会の招集を請求す

ること。」を除くことも可能です。 

 ④ 第 12 条第２項にて副理事長を１名と定めた場合は、第２項については次のように記載

してください。 

 

 

 

２ 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。  

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたとき

は、その職務を執行する。 
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（任期等） 

第 15 条 役員の任期は、○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者

の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（欠員補充） 

第 16 条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なく

これを補充しなければならない。 

 

 

 

 

（解任） 

第 17 条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会において正会員総数の○

分の○以上の議決により、これを解任することができる。この場合、その役員に対し、

議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 15 条注＞ 

① 第１項…２年以内の範囲で定める必要があります。（法第 24 条第１項） 

② 第３項の規定において、前任者は、辞任又は任期満了後も役員の地位にあるのではなく、

臨時に役員の職務を行うだけであり、総会の招集など、役員としての権限は行使できませ

ん。したがって、この規定を根拠に２年を超えて役員の任期を伸長することはできないの

で、遅滞なく後任者を選任する必要があります。 

③ 第 13 条において役員を総会で選任する旨を明記している場合に限り、任期満了前の総会

において後任役員が選任され、前任役員の任期を短縮する場合又は、総会における後任役

員の選任までの間、前任役員の任期を伸長する場合は、第２項以下については次のように

記載してください。（法第 24 条第２項）（※短縮又は、伸長規程のみにすることも可能）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、任期満了前に、就任後２事業年度が終了した後の総

会において後任の役員が選任された場合には、当該総会が終結するまでを任期と

し、また、任期満了後後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初

の総会が終結するまでその任期を伸長する。 

３ 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は

現任者の任期の残存期間とする。 

４ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。 

＜第 16 条注＞ 

法第 22 条に定められています。 

＜第 17 条注＞ 

会員の除名の考え方と同様重要事項のため、4 分の 3 以上などの特別多数を要件とすること

が望まれます。 
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（報酬等） 

第 18 条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

 

 

 

 

第５章 総会 会議に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第７号） 

 

（種別） 

第 19 条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

 

 

 

 

（構成） 

第 20 条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（権能） 

第 21 条 総会は、次の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散 

(3) 合併 

(4) 事業計画及び予算に関する事項 

(5) 事業報告及び決算に関する事項 

(6) 役員の選任等に関する事項 

(7) 入会金及び会費に関する事項 

(8) 長期借入金に関する事項 

(9) 事務局の組織等に関する事項 

(10) その他この法人の運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 18 条注＞ 

第１項…法第２条第２項第１号ロ（例：役員総数４名の場合、１名のみ報酬を受けることがで

きる。） 

＜第 19 条注＞ 

法第 14 条の 2、法第 14 条の 3 

 

 

＜第 21 条注＞ 

法第 14 条の 5 

(1) 定款の変更（法第 25 条第１項）、 

(2) 解散（法第３１条第１項）、 

(3) 合併（法第３４条第１項） 

については、社員総会の議決が必要です。 
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（開催） 

第 22 条 通常総会は、毎年○回開催する。 

２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招

集の請求があったとき。 

(3) 第 14 条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（招集） 

第 23 条 総会は、前条第２項第３号の場合を除き、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日か

ら○日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電

磁的方法をもって、少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議長） 

第 24 条 総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 22 条注＞ 

① 通常総会は、毎年 1 回以上開催する必要があります。（法第 14 条の 2） 

② 第２項第１号…理事は、必要があると認めるときは、いつでも臨時総会を招集することが

できます。（法第 14 条の 3 第１項） 

③ 第２項第２号…「正会員総数の５分の１以上」は、定款により異なる割合を定めることが

できます。（法第 14 条の 3 第２項） 

＜第 23 条注＞ 

第２項「○日以内」…１４日～３０日程度が目安となります。 

第３項…総会の招集の通知は、定款で定めた方法により、少なくとも総会の日の５日前までに

行わなければなりません。（法第 14 条の 4） 

第３項に電子媒体を加えない場合には、「又は電磁的方法」という表現を削除します。 

※『電磁的記録』（法第 14 条の９第１項、内閣府令第２条）及び『電磁的方法』（法第 14 条の７

第３項、内閣府令第１条）とは 

『電磁的記録』とは、「ＣＤ－Ｒ」や「フロッピーディスク」などの磁気媒体に記録したものをい

います。 

『電磁的方法』とは、いわゆる「電子メール本体」、「電子メールに添付した添付ファイル」により

提出する方法及び「ＣＤ－Ｒ」などの電磁媒体に記録したもので提出する方法をいいます。これ

らの方法により表決権を行使した場合、受け取る側が内容を紙媒体で打ち出すことが可能なもの

でなければなりません。 

また、「ファクシミリ」については「書面」の扱いとし、表決権の行使方法として認められます。 
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（定足数） 

第 25 条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することができない。 

 

 

 

 

 

 

 

（議決） 

第 26 条 総会における議決事項は、第 23 条第３項の規定によってあらかじめ通知した事

項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

３ 理事又は社員が総会の目的である事項について提案をした場合において、社員の全員

が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社

員総会の決議があったものとみなす。 

 

 

 

 

 

（表決権等） 

第 27 条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を

委任することができる。 

３ 前項の規定により表決した正会員は、第 25 条、前条第２項、次条第１項及び第 49 条

の適用については、総会に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ

とができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議事録） 

第 28 条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数(書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任者が

ある場合にあっては、その数を付記すること。) 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

＜第 25 条注＞ 

総会の定足数の規定は法に明記されていませんが、法人運営の基本的ルールであるので少なく

とも構成員の２分の１以上とすることが望まれます。 

定款変更の際の定足数については、定款に特別の定めがない限り、社員総数の２分の１以上と

してください。（法第 25 条） 

＜第 26 条注＞ 

第 1 項…法第 14 条の 6 

＜第 27 条注＞ 

① 第１項及び第２項…法第 14 条の 7 

② 第２項に電子媒体を加えない場合には、「若しくは電磁的方法」という表現を削除します。 

  第２項は、やむを得ず総会を欠席するとき、総会の議決事項に対しどのような方法で賛否の

意思を表すか(表決するか)を定めています。書面で賛否を表明した正会員を｢書面表決者｣、他

の正会員を代理人として賛否表明した正会員を｢表決委任者｣と呼びます。 

③ 第４項…法第 14 条の 8 
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２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は

記名押印しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示

をしたことにより、総会の決議があったものとみなされた場合においては、次の事項を

記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

(2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

(3) 総会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 理事会 

 

（構成） 

第 29 条 理事会は、理事をもって構成する。 

 

（権能） 

第 30 条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（開催） 

第 31 条 理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の○分の○以上から会議の目的である事項を記載した書面又は電磁的方

法をもって招集の請求があったとき。 

(3) 第 14 条第４項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき。 

 

 

＜第 28 条注＞ 

①第１項（２）…第２８条第２項から電磁的方法を削除する場合には、「若しくは電磁的方法」

という表現を削除します。 

②第２項…署名又は記名押印については法に決めがないので、法人で決めていただいて問題あ

りません。 

②第３項…みなし総会決議の議事録について 

 総会の議決事項について、理事又は正会員の提案事項に正会員全員が同意すれば、その提案

事項が総会において可決されたものとみなすことができます。同意の意思表示は、書面又は電

磁的記録(Ｐ2１参照)により行う必要があります。（法第１４条の９） 

この場合の議事録の記載事項については、条例で定められており、その定められた事項を記

載しなければなりません。（条例第５条） 

※ただし、法第 14 条の 2 で、法人運営の基本として毎年 1 回の通常総会の開催が求められ

ている点を鑑みると、社員がＮＰＯ法人の業務に関して直接参画できる機会である社員総会

については、極力これを開催することが望ましいと考えられます。 

＜第 30 条注＞ 

 理事会の権能に①定款の変更、②解散、③合併の事項が含まれてはいけません。 

 （社員総会の議決が必要です・・・①法第２５条第１項、②法第３１条第１項、③法第３４条

第１項） 

＜第 31 条注＞ 

第２号 に電子媒体を加えない場合には、「又は電磁的方法」という表現を削除します。 
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（招集） 

第 32 条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号及び第３号の規定による請求があったときは、その日から○日

以内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法をもって、少なくとも○日前までに通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 (議長) 

第 33 条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（定足数） 

第 34 条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができない。 

（議決） 

第 35 条 理事会における議決事項は、第 32 条第３項の規定によってあらかじめ通知した

事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

 

 

 

 

（表決権等） 

第 36 条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面又は電磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、第 34 条及び次条第１項第２号の適用については、

理事会に出席したものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ

とができない。 

 

 

 

 

 

＜第 32 条注＞ 

 第２項・第３項 の「○日以内」「○日前」については、法に定めがないので、各法人の理事会

の規模(人数等)を基に設定してください。 

 第３項に電子媒体を加えない場合には、「又は電磁的方法」という表現を削除します。 

 

＜第 35 条注＞ 

第２項「理事総数の過半数」…法第 17 条 

＜第 36 条注＞ 

第２項に電磁的方法を加えない場合には、「又は電磁的方法」という表現を削除します。 
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（議事録） 

第 37 条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面又は電磁的方法による表決者にあっては、

その旨を付記すること。) 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名又は

記名押印しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第７章 資産及び会計  

資産に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第８号）・登記事項 

会計に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第９号） 

（資産の構成） 

第 38 条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 

(2) 入会金及び会費 

(3) 寄附金品 

(4) 財産から生じる収益 

(5) 事業に伴う収益 

(6) その他の収益 

 

（資産の区分） 

第 39 条 この法人の資産は、これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する資産及び

その他の事業に関する資産の２種とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資産の管理） 

第 40 条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が

別に定める。 

 

 

 

 

＜第 37 条注＞ 

①第１項（２） 第３６条第２項から電磁的方法を削除する場合には、「又は電磁的方法」という

表現を削除します。 

②第２項 署名又は記名押印については法に決めがないので、法人で決めていただいて問題あり

ません。 

 

＜第 39 条注＞ 

特定非営利活動に係る事業のみを行う場合には、次のように記載してください。 

 

 

 

 

（資産の区分） 

第 39 条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産の１種とする。 
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（会計の原則） 

第 41 条 この法人の会計は、次に掲げる原則に従って行うものとする。 

(1) 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。 

(2) 活動計算書、貸借対照表及び財産目録は、会計簿に基づいて活動に係る事業の実績

及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとすること。 

(3) 採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだり

にこれを変更しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計の区分） 

第 42 条  この法人の会計は、これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する会計及び

その他の事業に関する会計の２種とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業計画及び予算） 

第 43 条  この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、理事長が作成し、総会の議決を経

なければならない。 

 

（暫定予算） 

第 44 条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を

講じることができる。 

２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

 

 

 

（予算の追加及び更正） 

第 45 条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算

の追加又は更正をすることができる。 

 

 

＜第 41 条注＞ 

① 法第 27 条 

② 法では義務づけられていませんが、法人運営の原則として、収益、費用については予算に基

づいて行うことが適当です。第４３条「事業計画及び予算」等の規定を置くことにより、定

款上、予算の作成は必要となりますが、予算に基づいた執行の義務を明確化するために、次

のように(4)を追加することもできます。 

 

 

 

(4) 収益及び費用は、予算に基づいて行うこと。 

＜第 42 条注＞ 

法第５条第２項 

特定非営利活動に係る事業のみを行う場合には、次のように記載してください。 

 

 

 

 

 

（会計の区分） 

第 42 条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計の１種とする。 

＜第 44 条注＞ 

総会を年１回とした場合は、暫定予算等の措置を置くことが望ましいです。 
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（事業報告及び決算） 

第 46 条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関す

る書類は、毎事業年度終了後、速やかに理事長が作成し、監事の監査を受け、その年度

終了後○か月以内に総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、翌事業年度に繰り越すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業年度） 

第 47 条 この法人の事業年度は、毎年○月○日に始まり翌年○月○日に終わる。 

 

 

 

 

 

 

（臨機の措置） 

第 48 条  予算をもって定めるもののほか、借入金の借入その他新たな義務の負担をし、

又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。 

 

 

  第８章 定款の変更、解散及び合併 
定款の変更に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第 13 号） 

解散に関する事項 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第 12 号） 

 

（定款の変更） 

第 49 条  この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３

以上の議決を経、かつ法第 25 条第３項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁

の認証を得なければならない。 

（1）目的 

（2）名称 

（3）特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

（4）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁変更を伴うものに限る） 

（5）社員の資格の得喪に関する事項 

（6）役員に関する事項（役員の定数に関するものを除く） 

（7）会議に関する事項 

（8）その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

（9）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき事項に限る） 

（10）定款の変更に関する事項 

＜第 46 条注＞ 

① 第１項…毎事業年度終了後３か月以内に、前事業年度の事業報告書、活動計算書、貸借対照

表、財産目録、年間役員名簿、事業年度末日の社員名簿を作成し、主たる事務所及び従たる

事務所に備え置き（法第 28 条第１項）、社員その他の利害関係人から閲覧の請求があった場

合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧させなければならないこととなってい

ます。（法第 28 条第 3 項）また、これらの書類は所轄庁（相模原市）へ提出していただく

義務があり（法第 29 条）、相模原市においても、閲覧と、謄写（コピー）ができます（過去

５年間に提出を受けたもの）。（法第 30 条） 

 

② 第２項…剰余金は、構成員 会員、役員等 に分配することはできません。（法第２条第２項

第 1 号） 

＜第 47 条注＞ 

事業年度は、定款で定めなければなりません。（法第 11 条第１項第 10 号） 

各法人における年度ですので、４月から３月である必要はありません。（例：１月～１２月、１

０月～９月 等） 



 

28 

 

 

 

 

 

 

（解散） 

第 50 条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以上の承

諾を得なければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。 

４ この法人が解散(破産手続開始の決定による解散を除く。)したときは、総会において

選任する場合を除き、理事がその清算人となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（残余財産の帰属） 絶対的記載事項（法第 11 条第１項第 12 号） 

第 51 条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに

残存する財産は、法第 11 条第３項に規定する法人のうちから総会において選定したも

のに帰属するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 49 条注＞ 

定款変更の議決は、定款に特別の定めがある場合を除き、社員総数の 2 分の 1 以上が出席し、 

その出席した社員の 4 分の 3 以上の議決が必要です。（法第 25 条第２項） 

 

＜第 50 条注＞ 

① 第１項…法第３１条第１項 

② 第２項「４分の３以上」…法第３１条の 2（ただし、定款に特別の定めがあるときは、この

限りではありません。） 

③ 第３項…法第３１条第２項 

④ 第４項…破産手続開始の決定による解散以外の事由で解散した法人の清算人は、総会におい

て理事以外の者を選任する場合のほか定款に別段の定めがある場合を除き、理事が清算人と

なります。（法第３１条の５） 

＜第 51 条注＞ 

① 残余財産の帰属先は、次のように具体的な法人種別等を指定しておくこともできます。 

 

 

 

 

 

② 帰属先を定めない場合、又は帰属先が明確でない場合は、国又は地方公共団体に譲渡される

か国庫に帰属することとなります。（法第 32 条第 2 項、第 3 項）（P73「Ｑ26」参照）＜第

51 条注＞「４分の３以上」…法第 34 条第 2 項（ただし、定款に特別の定めがあるときは、

この限りではありません。） 

 

 

 (残余財産の帰属) 

第 51 条 この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したと

きに残存する財産は、○○法人、○○法人のうちから総会において選定したものに

帰属する。 
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（合併） 

第 52 条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以上

の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。  

   

 

第 9 章 公告の方法  絶対的記載事項（法第 11 条第１項第 14 号） 

 

（公告の方法） 

第 53 条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行

う。ただし、法第 28 条の２第 1 項に規定する貸借対照表の公告については、○○に掲載

して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 10 章 事務局 

 

（事務局の設置等） 

第 54 条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。 

２ 事務局には、事務局長その他の職員を置く。 

３ 職員は、理事長が任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

 

 

 

＜第 53 条注＞ 

 解散に係る公告（解散した場合に清算人が債権者に対して行う公告、 清算人が清算法人につ

いて破産手続開始の申立を行った旨の公告）は、官報へ掲載して行うことが必要です。…法第 31

条の 10 第４項、第 31 条の 12 第４項 

 また法人は、前事業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、これを定款に定めた方法により公告

しなければなりません。貸借対照表の公告の方法「〇〇」は、次のいずれかから選択してくださ

い。…法第２８条の２ 

 

 

 

 

 

 

※③の電子公告を選択した場合、事故その他やむを得ない事由によって電子公告ができない場

合の公告方法として、官報か日刊新聞紙に掲載することを選択する場合は次のように記載し

てください。…法第 28 条の２第３項 

※④の主たる事務所の公衆の見やすい場所を選択した場合、２４時間３６５日閲覧できる場所

である必要があります。 

 

 

 

※公告期間について：官報掲載及び日刊新聞紙掲載は１度の公告、電子公告は約５年間（貸借対

照表の作成の日から起算して５年が経過した日を含む事業年度の末日までの間）継続して公

告、事務所の掲示は公告開始後１年間の公告期間が定められています。 

 

２ 事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場

合は、○○に掲載して行う。 

①官報に掲載する方法・・・官報 

②日刊新聞紙に掲載する方法・・・○○県において発行する〇〇新聞 

③電子公告※・・・この法人のホームページ、内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト（法人入

力情報欄）など 

④※主たる事務所の公衆の見やすい場所・・・主たる事務所の掲示場（に掲示） 
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  第 11 章 雑則 

 

（細則） 

第 55 条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定

める。 

 

  附 則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

２ この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。 

理事長       ○ ○ ○ ○ 

副理事長      ○ ○ ○ ○ 

理事        ○ ○ ○ ○ 

同         ○ ○ ○ ○ 

…… 

監事        ○ ○ ○ ○ 

同         ○ ○ ○ ○ 

…… 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第 15 条第１項の規定にかかわらず、成立の日か

ら令和○年○月○日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第 43 条の規定にかかわらず、設立総会の

定めるところによるものとする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は、第 47 条の規定にかかわらず、成立の日から令和○

年○月○日までとする。 

６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に掲げる額

とする。 

 (1) 入会金 

正 会 員  個人 ○○○円   団体 ○, ○○○円 

賛助会員  個人 ○○○円   団体 ○, ○○○円 

 (2) 年会費 

正 会 員  個人 ○○○円   団体 ○, ○○○円 

賛助会員  個人 １口   ○○○円（１口以上） 

団体 １口 ○, ○○○円（１口以上）

＜附則注＞※設立当初の附則は、法人成立後にその記載内容を変更することはありません。 

① 第２項…法第 11 条第２項 

役員の氏名は住民票の記載どおり記載してください。役員名簿の記載内容と一致します。 

 

＞次ページに続きます 
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＜附則注＞ 

② 第３項…設立当初の役員の任期は、成立の日から２年を越えることはできません。また、設

立当初の役員の第１期の任期満了日を決定するにあたっては、社員総会の開催時期を考慮に

入れ、役員任期の末日を事業年度の末日の２～３か月後にずらしておくことをお勧めします。

(役員の任期の満了前に新役員を決定する総会を開く必要があるため；第 16 条注②参照) 

   具体例（事業年度の末日が３月３１日の場合） 

    例１ 〇年６月３０日（第２期目の任期は７月１日から開始となります） 

    例２ 〇年５月３１日（第２期目の任期は６月１日から開始となります） 

 例１:図解 

 

   ※例 1・２どちらにするかは、定款第４６条において総会の承認を何か月以内としたか

で判断してください（最長３か月以内です）。 

   ※3/３１以前に次期役員を選任するための臨時総会を開く場合や役員の任期を短縮又

は、伸長する規定を置いている場合(第１６条注③参照)は、役員任期を事業年度末日と

同じ３月３１日までと規定することも可能です。 

 

③ 第４項…「設立総会」以外の会議等で決定した場合には、「設立総会」の代わりに当該会議

名を記載してください。 

 

④ 第６項…正会員以外の会員について定める場合には、正会員と区別して記載してください。 

  また、活動予算書との整合性に気をつけてください。 

  なお、入会金及び会費の有無は自由に定めることができます。 

  法人設立後に会費の金額などを変更したい場合は、定款に定めた方法に則り変更すること

ができます。 
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ＭＥＭＯ 
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役   員   名   簿 

 

 

 

特定非営利活動法人の名称 

 

特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

 

役 名 氏  名 住 所 又 は 居 所 報酬の有無 備  考 

理 事 
 

 あり 理事長 

理 事  
 

なし 副理事長 

理 事  

 

なし  

監 事 

 

 
なし  

 

  

 

 

 

 

 
 

 
 

     

     

◇役員は、法第２０条の欠格事由に該当しないこと、法第２１条による親族規定に反しないこと

が必要です。 

◇親族規定の考え方 

役員総数が５人以下のときは、配偶者若しくは三親等以内の親族（以下、親族等といいます。）

は入れません。また、役員総数が６人以上のときは、ある役員からみて、1人だけは親族等が

入ることができます。 

※ 三親等以内の親族：父母、子、祖父母、兄弟姉妹、孫、伯叔父母、など（Ｐ６９参照） 

◇役員のうち報酬を受ける者の数は、役員総数の３分の１以下であることが必要です。（法第２条

第２項第１号ロ） 

③氏名、住所等は住民票記載どおりに、マンショ

ン名なども略さずにそのまま記載してください。 

 

※「 高 橋 」⇔「 髙 橋 」 

 「 川 崎 」⇔「 川 﨑 」 

 「 恵 」⇔「 惠 」  など 

※「○丁目△番◇号」⇔「○－△－◇」 

 「○○番△号」⇔「○○の△」など 

②役名は法上「理事」「監事」

の２種しかありません。ここ

に入るのは「理事」か「監事」

のどちらかです。 

④設立当初の役員報酬の有無について記

載してください。なお、労働の対価につ

いては役員報酬とは考えません。“役員手

当（役務の対価ではない）”に相当するも

のを、役員報酬と考えてください。 

⑤理事長などの

役職名は備考欄

に記載します。 

①「特定非営利活動法人（又はＮＰＯ法人）」を必ず入れてください。 

縦覧書類 
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誓 約 及 び 就 任 承 諾 書 

 

 

法人の名称 特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

設 立 代 表 者 相模原 太 郎  様 

 

 

 

私は、特定非営利活動促進法第２０条各号に該当しないこと及び同法第２１条の規定に違反しないことを 

 

誓約するとともに、特 定 非 営 利 活 動 法 人 ○ ○ ○ ○ の設立認証があったときは、 

 

同法人の ○ ○ に就任することを承諾します。 

 

 

年   月   日 

 

 

 

住所又は居所 

 

（ふりがな） 

氏        名               ㊞ 

 

                          

（生年月日    年    月   日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（役員の欠格事由） 

第二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。 
一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 
三 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第三十二条の三第七項及び第三十二条の十一第一
項の規定を除く。第四十七条第一号ハにおいて同じ。）に違反したことにより、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、
第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大
正十五年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくな
った日から二年を経過しない者 

四 暴力団の構成員等 
五 第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証を取り消された日から二
年を経過しない者 

六 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの 
 

  
（役員の親族等の排除） 

第二十一条 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を超えて含まれ、又は当該役員並
びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の三分の一を超えて含まれることになってはならない。 

④日付は「設立総会の日」～「申

請日」までのいずれか。「設立

総会の日」より前の日付にはな

りません。 

③ここに入るのは 

理事 又は 監事 の

どちらかです。 

②設立代表者＝申請者となります。 

①役員の人数分必要な書類です。 

設立代表者のものも必要です。 

⑤住所・氏名とも住民票の記載どおりに

記載してください。 

 なお、署名（直筆）の場合は、押印は

不要です。 

市へは、コピーを提出してください。原本は法人で保管。 
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社 員 の う ち １０ 人 以 上 の 者 の 名 簿 

 

 

特定非営利活動法人の名称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

 

 氏     名 住   所   又   は   居   所 

１   

２   

３   

４   

５   

６ 

 

 

７   

８   

９   

１０   

 

・「社員」とは社団の構成員のことです。 

定款例では、第６条に定義されており、一般的には正会員などと言われている 

総会で議決権を持つ方を意味します。 

※役員が社員になることも可能です。 

・団体が社員（＝正会員）となることも可能です。 

その場合の氏名欄は 

  株式会社○○ 

   代表取締役 △△ △△  と記載します。 

・１０名以上の社員がいる場合でも、１０名分の名簿の提出で構いません。 

・役員名簿に記載されている方と同一人物の場合は、役員名簿と同様に「氏名」

「住所又は居所」の記載と一致させてください。 
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確   認   書 

 

 

 

 

当法人は、特定非営利活動促進法第２条第２項第２号及び同法第１２条第１項第３号に該当 

 

することを、     年   月   日に、         において確認しました。 

 

 

 

 

年    月    日  

 

 

 

法人の名称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

設立代表者  住所又は居所 〇〇〇〇 

氏名     相模原 太郎 

日付は「設立総会の日」～

「申請日」までのいずれか。

「設立総会の日」より前の

日付にはなりません。 

特定非営利活動促進法第 2条第 2項第 2号 

その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするもの

でないこと。 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこ

と。 

ハ 特定の公職(公職選挙法(昭和 25年法律第 100号)第 3条に規定する公職をいう。以下同じ。)

の候補者(当該候補者になろうとする者を含む。以下同じ。)若しくは公職にある者又は政党を

推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。 

 

特定非営利活動促進法第 12条第 1項第 3号 

当該申請に係る特定非営利活動法人が次に掲げる団体に該当しないものであること。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条

第 2号に規定する暴力団をいう。以下のこの号及び第 47条第 6号において同じ。） 

ロ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）若

しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」と

いう。）の統制の下にある団体 

「設立総会」等 

押印の必要はありません。 
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設  立  趣  旨  書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     年    月    日  

 

法人の名称 特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

設立代表者 相模原 太 郎    

日付は「設立総会の日」～

「申請日」までのいずれか。

「設立総会の日」より前の

日付にはなりません。 

設立趣旨書については、次のことが第三者にもわかるように自由に記載し

て下さい。 

① 法人の設立を発起するに至った動機や経緯 

② 法人として行おうとする活動(及び事業) 

③ 活動が不特定かつ多数のものの利益の増進（公益）に寄与すること 
 
〈記載の展開例〉 

ステップ１ 法人として取り組んでいこうとする社会的課題の現状・背景 

               ↓ 

ステップ２ その社会的課題がどうなることが望ましい状態だと考えるか 

               ↓ 

ステップ３ 望ましい状態に向け、その社会的課題にどのような解決策があるか 

               ↓ 

ステップ４ その社会的課題に対し今までにどのような活動をしてきたのか 

     （既に任意団体として活動を行っている団体についてはその活動内容等） 

               ↓ 

ステップ５ 今後どのような形で取り組んでいこうと考えているのか(法人として

行おうとする活動･事業)、またその活動が不特定かつ多数のものの利

益の増進(公益)にどのように寄与するのか 

↓ 

ステップ６ なぜ、任意団体や他の法人格ではなく特定非営利活動法人を設立しよ

うとしたのか 

 

※定款で定める目的・特定非営利活動の種類・事業（P.１３、Ｐ.１５）と整合性が

とれるように作成するようご注意ください。 

 

押印の必要はありません。 

縦覧書類 
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設 立 に つ い て の 意 思 の 決 定 を 証 す る 議 事 録  

 

 

１ 日時     年   月   日     時から   時まで 

 

２ 場所 

 

３ 出席者の数      名 

 

４ 議題 

  第 1号議案  設立趣旨書案承認の件 

  第 2号議案  特定非営利活動法人 ○○○○ 定款案承認の件 

  第 3号議案  設立当初の入会金及び会費の件 

  第 4号議案  設立初年度及び翌年度の事業計画書案及び活動予算書案承認の件 

  第 5号議案  特定非営利活動促進法第２条第２項第２号及び同法第１２条第１項第３号に該

当することの確認の件 

  第 6号議案  役員の選任の件 

  第 7号議案  主たる事務所を「相模原市○○区△△１丁目２番３号」に置くことの件 

 

５ 議事 

  

 

 

６．議事録署名人の選任 

議長より、本日の議事をまとめるに当たり、議事録署名人２名を選任することを諮り、以下の

とおり、全員異議なく承認した。 

選任された議事録署名人 □□  □□、△△  △△ 

 

 

 

なお、設立認証申請にあたっては、         を設立代表者とし、設立にあたって

必要な手続を一任することとした。 

 

 

年   月   日  

 

議    長   ○○  ○○    

 

議事録署名人   □□  □□    

 

議事録署名人   △△  △△    

 

 

 

 

 

設立代表者＝申請者となり

ます。 

「特定非営利活動法人」もしくは「ＮＰＯ法人」

の記載を忘れずに。 

設立総会を開催した場所が特定できるよう、名称もしくは住所などを 

記載してください。 

各議案について詳細に記載していただいても結構で

すが、以下のような簡潔な表記も可能です。 

例：「全議案について、満場一致で承認された。」 

申請書の主たる事務所の所

在地に一致します。 

議長及び議事録署名人の署名

（または記名押印）が必要で

す。（※定款に定める方法に則

って作成します） 

相模原 太 郎 

市へは、コピーを提出してください。原本は法人で保管。 
 

確認書（P36）の確認事

項についてです。 

定款で議事録署名人の選任を定めている場合は、記載

が必要です。 
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○ ○ 年 度 事 業 計 画 書 

                法人の名称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

１ 事業活動方針 

○○○○ 

 

２ 事業内容 

（１）特定非営利活動に係る事業 

① ○○に関する事業 

ア ○○○○○事業 

・内   容 ○○○○ 

・日   時 ○月 

・場   所 ○○○○ 

・従事者人員 ○人 

・受益対象者 ○○の者 ○人 

・支出見込額 ○○○○円 

 

イ ○○○○事業 

・内   容   

・日   時   

・場   所   

・従事者人員         人 

・受益対象者     の者  人 

・支出見込額         円 

 

② ○○に関する事業 

ア ○○○○事業 

・内   容   

・日   時   

・場   所   

・従事者人員         人 

・受益対象者     の者  人 

・支出見込額         円 

 

 

（２）その他の事業 

① ○○に関する事業 

ア ○○○○事業 

・内   容  ○○○○ 

・日   時  ○月 

・場   所  ○○○○ 

・従事者人員  ○人 

・受益対象者  ○○の者 ○人 

・支出見込額  ○○○○円 

定款の事業の種類（定款例第５条）に記載さ

れた事業名を記載してください。 

定款の事業の種類（定款例第５条）で「その他の事業」を

掲げている場合に記載してください。 

定款上の「目的」ではなく、その年度にどのような方

針で事業を行っていくかを記載してください。 

※設立初年度及び翌年度の２事業年度分の事業計画書

の作成が必要です。 

 

※設立初年度の事業計画書は、成立の日からのものを

作成してください。 

（例）３月決算で９月成立予定の法人の場合 

→９月から翌年３月までの７か月分の事業計画書 

【各事業について６項目を記載】 

内容 一般の方が読んでおよそ概要がわかるように記載 

日時 

一年を通じて実施する場合は通年、期間を区切る場合

は概ねその時期を記載（設立初年度については、設立

予定日以前の日付をいれないこと） 

場所 
特定されている場合はその場所、その他は実施するお

よその地域を記載（（例）○○海岸、○○市内 等） 

従事者 

人員 
従事する実人員、又は延べ人数を記載 

受益 

対象者 

受益対象者の範囲と、できればその概数を記載 
  特定非営利活動事業に係る事業については、定款上の目的に

掲げる受益対象者の範囲と同じであること。 

支出 

見込額 

事業の支出額の合計を記載 

なお、各事業の支出見込額の合計額と活動予算書の事

業費合計額とが同額となること。 

 

各事業の支出見込額の合計と活動予算書の「Ｂ事業費計」

が同額になるようにしてください。 

縦覧書類 



　

1.

2.

3.

4.

1.

2.

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税
 

 

設立時正味財産額 ⑩　×××

次期繰越正味財産額 ×××

×××

×××

×××

⑨　×××

当期正味財産増減額 ×××

×××

管理費計 ×××

　　経常費用計 ×××

雑費 ×××

その他経費計 ⑧　×××

地代家賃 ×××

印刷製本費 ×××

水道光熱費 ×××

賃借料 ×××

消耗品費 ×××

通信運搬費 ×××

（2）その他経費

会議費 ×××

役員報酬 ×××

人件費計 ⑦　×××

管理費

（1）人件費

その他経費計 ⑥　×××

事業費計 ×××

通信運搬費 ×××

雑費 ×××

地代家賃 ×××

支払い手数料 ×××

旅費交通費 ×××

水道光熱費 ×××

消耗品費 ×××

印刷製本費 ×××

人件費計 ⑤　×××

（2）その他経費

（1）人件費

給与手当 ×××

×××

Ⅱ 経常費用

事業費

　雑収益 ××× ④　×××

　　経常収益計

その他収益

　受取利息 ×××

　Ｂに関する事業収益 ×××

　Ｃに関する事業収益 ××× ③　×××

事業収益

　Ａに関する事業収益 ×××

受取寄付金

　受取寄付金 ②　×××

　賛助会員受取会費 ××× ①　×××

Ⅰ 経常収益

受取会費

活動予算書
法人成立の日から○○年○月○日まで

法人の名称　特定非営利活動法人　○○○○

(単位：円)

科　　目 金　　額

　正会員受取会費 ×××

※定款に「その他の事業」が掲げら

れている場合の活動予算書につい

ては、次ページを参照してください。

当該事業年度の期間を記載。
２年度目からは○年○月○日
からになります。

この活動予算書は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日 ２０１７年１２月１２日最終改正 ＮＰＯ法人会計基準協議会）に

よって作成されています。

ＮＰＯ法人会計基準についての説明、導入の検討からそれまでについての解説は、ＮＰＯ法人会計基準協議会が運営してい

経常費用は、「事業費」

と「管理費」に分ける。

人件費とその他経費に
分けた上で、支出の形
態別に内訳を記載。

該当する科目を選んで記載。
科目についてはP45.46参照。

「次期繰越正味財産額」と次年度の「前期繰越正味財産額」は一致

※ 計算書類の注記を作成する場合の例はP42～44を、科目例についてはＰ45,46を参照してください。

2年目以降は「前期繰越正味財産額」と記載する。

各項目小計

①～④の合計＝Ａ経常収益計

Ｂ＋Ｃ＝Ｄ経常費用計

Ａ－Ｄ＝Ｅ当期経常増減額

⑤＋⑥＝Ｂ事業費計

⑦＋⑧＝Ｃ管理費計

Ｆ経常外収益計

Ｇ経常外費用計

Ｅ＋Ｆ－Ｇ＝

Ｈ税引前当期正味財産増減
Ｈ－⑨＝

Ｉ当期正味財産増減

Ｉ＋⑩＝
Ｊ次期繰越正味財産

※事業計画書（P39）
の支出見込額の合計
と同額となること。

不要な行は削除するなど、

見やすい表を心がけましょう！
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1.

2.

3.

4.

1.

　
　

2.

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税

経理区分振替額
 

  次期繰越正味財産額 ××× ××× ×××

当期正味財産増減額 ××× 0 ×××
設立時正味財産額 ××× ××× ×××

××× ×××
××× △××× 0

××× ×××
××× ×××

××× ×××

××× ×××

　　経常費用計 ××× ××× ×××
××× ××× ×××

その他経費計 ××× ××× ×××
管理費計 ××× ××× ×××

印刷製本費 ××× ××× ×××
雑費 ××× ××× ×××

賃借料 ××× ××× ×××
地代家賃 ××× ××× ×××

通信運搬費 ××× ××× ×××
水道光熱費 ××× ××× ×××

会議費 ××× ××× ×××
消耗品費 ××× ××× ×××

人件費計 ××× ××× ×××
（2）その他経費

役員報酬 ××× ××× ×××
給料手当 ××× ××× ×××

管理費
（1）人件費

その他経費計 ××× ××× ×××
事業費計 ××× ××× ×××

通信運搬費 ××× ××× ×××
雑費 ××× ××× ×××

地代家賃 ××× ××× ×××
支払い手数料 ××× ××× ×××

旅費交通費 ××× ××× ×××
水道光熱費 ××× ××× ×××

消耗品費 ××× ××× ×××
印刷製本費 ××× ××× ×××

人件費計 ××× ××× ×××
（2）その他経費

給料手当 ××× ××× ×××
法定福利費 ××× ××× ×××

事業費
（1）人件費

　　経常収益計 ××× ××× ×××
Ⅱ 経常費用

受取利息 ××× ××× ×××
雑収益 ××× ××× ×××

その他収益

Ｂに関する事業収益 ××× ××× ×××
Ｃに関する事業収益 ××× ××× ×××

事業収益
Ａに関する事業収益 ××× ××× ×××

受取寄付金
受取寄付金 ××× ××× ×××

賛助会員受取会費 ××× ××× ×××

Ⅰ 経常収益
受取会費

活動予算書
○○年○○月○○日から○○年○○月○○日まで

法人の名称　特定非営利活動法人　○○○○

(単位：円)

科　　目
特定非営利活
動に係る事業

その他の事業 合　　計

正会員受取会費 ××× ××× ×××

「その他の事業」

の利益を「特定非

営利活動に係る

事業」に振り替え。

「その他の事業」

の利益を「特定非

営利活動に係る

事業」に振り替え

する場合の項目。

定款で「その他の

事業」を掲げる場

合には、活動予算

書で区分して表示。

「その他の事業」と

「特定非営利活動に係

る事業」の合計を記載。

※定款に「特定非営利活動に係る事業」のみが掲げられている場合の

活動予算書については、前ページを参照してください。
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1．

　　

　 （１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　 （２） 固定資産の減価償却の方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　 （３） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

・ ○○引当金
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　 （４） 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また、計上額の算定方法は、「４.　施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

（５） ボランティアによる役務の提供

（６）

２．会計方針の変更
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３．

その他の事業

Ａ事業費 Ｂ事業費 Ｃ事業費 Ｄ事業費

Ⅰ　経常収益
 １． 受取会費 ××× ×××

 ２． 受取寄附金 ××× ××× ××× ××× ×××
 ３． 受取助成金等 ××× ××× ××× ×××

 ４． 事業収益 ××× ××× ××× ×××
 ５． その他収益 ××× ×××

経常収益計 ××× ××× ××× ××× ×××
Ⅱ　経常費用

（1）
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××

（2）
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ××× ×××

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

以下に示すもののうち、１．重要な会計方針にある「計算書類をどの会計基準を使用し作成した
か」「消費税等の会計処理」はすべての法人が表すべき項目です。
それ以外につきましては、該当項目を法人の実態に合わせて表してください。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している
と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて
計算しています。

ボランティアによる役務の提供は、「５．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役
務の提供の内訳」として注記しています。

業務委託費

事業費の区分は以下の通りです。
(単位：円)

科　　目
特定非営利活動に係る事業

事業費計

人件費
給料手当
臨時雇賃金
法定福利費
人件費計
その他経費

計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１７年１２月１２日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準
協議会）によっています。

消費税等の会計処理

事業費の内訳

合　　計

旅費交通費
地代家賃
減価償却費
雑費
その他経費計

消費税を購入価格や販売価格に含めて記帳する方法である「税込

方式」と、消費税を支払ったり受け取ったりする都度、区分して経理

する方法である「税抜方式」のどちらによっているかを記載する。（必

須）

どの会計基準に基づいて作成したか記載する。（必須）

事業費のみの内訳を表示することも可能。事業を区分していない法人については記載不要。

省
略
可

活動予算書のみでは、表しきれないことは、計算書類の注記で補足をしてください。

以下に示すものは、想定される注記を例示したものです。
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４．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
○○体育館の ××× ○○体育館使用料金表によってい

無償利用 ます。

５．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法
○○事業相談員 ××× 単価は××地区の最低賃金によって

　■名×■日間 算定しています。

６．使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

当法人の正味財産は×××円ですが、そのうち×××円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は×××円です。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

○○地震被災者 ××× ××× ××× ××× 翌期に使用予定の支援用資金

援助事業

△△財団助成 ××× ××× ××× ×××

××事業

合計 ××× ××× ××× ×××

７．固定資産の増減内訳
固定資産の増減は以下の通りです。

(単位：円)
期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

　 ××× ××× ××× ××× △××× ×××

　 ××× ××× ××× ××× △××× ×××

　 ××× ××× ××× ××× △××× ×××
××× ××× ××× ××× ××× ×××

８． 借入金の増減内訳
借入金の増減は以下の通りです。

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ×××
××× ××× ××× ×××

助成金の総額は××円です。活動計
算書に計上した額××円及び期末残
高××円との差額××円は前受助成
金として貸借対照表に負債計上してい
ます。

ソフトウエア
投資その他の資産

敷金
合　　計

役員借入金
合計

(単位：円)
科　　目

長期借入金

内容

科　　目
有形固定資産

什器備品
無形固定資産

無償又は著しく低い価格の施設の提供等による物的

サービス等を受け入れた場合、それらを金銭換算して

公表することを選択した場合に記載。

金銭換算した際は、合理的な算定方法を記載する。
※活動計算書に計上する場合は客観的な算定方法

ボランティアの受け入れをした場合、それらを金銭換

算して公表することを選択した場合に記載。

金銭換算した際は、合理的な算定方法を記載する。
※活動計算書に計上する場合は客観的な算定方法

対象事業及び実施期間が定められ、未使用額の返還義務が規定されている助成金・補助金を前受

経理をした場合、「当期増加額」には、活動計算書に計上した金額を記載する。

助成金・補助金の総額は「備考」欄に記載する。

固定資産の耐用年数は、資産の内容によって変わるため注意が必要。

借入金が役員及びその近親者からのものである場合は、９の注記の記載も必要。
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９．役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

計算書類に計 内役員との

上された金額 取引

××× ××× ×××

××× ××× ×××

××× ××× ×××

××× ××× ×××

××× ××× ×××

××× ××× ×××

 １０．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

　・　現物寄附の評価方法

現物寄附を受けた固定資産の評価方法は、固定資産税評価額によっています。

　・　事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当及び旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

　・　重要な後発事象

令和××年×月×日、○○事業所が火災により焼失したことによる損害額は××円、保険の契約金額は××円です。

　・　その他の事業に係る資産の状況

内近親者及び
支配法人等と
の取引

その他の事業に係る資産の残高は、土地・建物が××円、棚卸資産が××円です。
特定非営利活動事業・その他の事業に共通で使用している重要な資産は土地・建物が××円です。

（貸借対照表）

未払金

役員借入金

　　貸借対照表計

科目

（活動計算書）

受取寄附金

委託料

　　活動計算書計

貸借対照表日後に発生した事象で、次年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼすもの

（例：自然災害等による重大な損害の発生、重要な係争事件の発生又は解決、主要な取引先
の倒産等）について記載する。

その他の事業に固有の資産で重要なもの及び特定非営利活動に係る事業・

その他の事業に共通で使用している重要な資産の残高状況について記載す

る。

重要性が高いと判断される場合に記載する。

重要性が高いと判断される場合に記載する。

発生金額及び残高が100万円以上の取引がある場合に記

載する。

【役員及びその近親者の範囲】

・役員（役員に準ずる相談役、顧問等で役員と同様に実質

的に法人の経営に従事しているものを含む）

・役員の２親等内の血族、配偶者並びに２親等以内姻族

・役員及びその近親者が支配している法人（役員及びその

近親者が支配するという場合の支配は、理事会や総会など

機関意思の決定権を有する場合をいう）

44



勘定科目 科目の説明

Ⅰ 経常収益 日常的に反復継続して発生する収益

１．受取会費 会員から受け取った入会金及び会費（サービスの利用会費は除く）

正会員受取会費 確実に入金されることが明らかな場合を除き、実際に入金したときに計上する。

賛助会員から受け取った会費。対価性が認められず明らかに贈与と認められるものや、
それを含む場合がある。

２．受取寄附金 寄附によって受け取った収益

受取寄附金 任意であり、反対給付（見返り）のない資金の受取。寄附を寄付と記載することも可能。

資産受贈益 無償又は著しく低い価格で現物資産の提供を受けた場合の時価による評価差益。

無償又は著しく低い価格で受け入れた施設の提供等の物的サービスを、合理的に算定
し外部資料等によって客観的に把握でき、施設等評価費用と併せて計上する方法を選
択した場合に計上する。

提供を受けたボランティアからの役務の金額を、合理的に算定し外部資料等によって客
観的に把握でき、ボランティア評価費用と併せて計上する方法を選択した場合に計上す
る。

３．受取助成金等 財団等から受け取った助成金や行政からの補助金

　
国や地方公共団体、企業等から受け取った助成金。
助成金の交付者によって受取民間助成金、地方公共団体助成金等に区分することがで
きる。

国や地方公共団体から受け取った補助金。
補助金の交付者によって受取国庫補助金、受取地方公共団体補助金等に区分するこ
とができる。

４．事業収益 事業の種類ごとに区分して表示することができる

○○事業収益 事業の種類ごとに区分表示できる。

○○利用会員受取会費 サービス利用の対価としての性格をもつ会費。事業収益に含むこともある。

５．その他収益 臨時的かつ少額で具体的な事業活動に関しない収益

受取利息 預金、貯金、貸付金等から得る利子。

為替差益 為替換算による差益。なお為替差損がある場合は相殺して表示する。

いずれの科目にも該当しない、又は独立の科目とするほど量的、質的に重要でない収
益。この科目の金額が他と比して過大になることは望ましくない。

Ⅱ 経常費用 日常的に反復継続して発生する費用

１．事業費 目的とする事業を実施するために直接要する費用

(1) 人件費

雇用契約等により法人内部の人の役務労働に対し、定期的に支払う費用。
「賞与」はここに含めることもあるが、別途「賞与」という科目を設けることもある。

アルバイトやパート等に支払う費用。雇用形態の違い等により給料手当と科目を分ける
こともある。科目「雑給」としてもよい。

活動の原価の算定に必要なボランティアの費用相当額。ボランティア受入評価益と併せ
て計上する。

法定福利費 労務に関する法に基づくもので、労働保険料や社会保険料の事業主負担の費用。

退職給付見込額のうち当期に発生した費用。会計基準変更時差異の処理として、定額
法により費用処理する場合、一定年数（15年以内）で除した額を加算する。少額を一括
して処理する場合も含まれる。

通勤費 給料手当、福利厚生費に含める場合もある。

福利厚生費 法人内部の健康診断や慰労、結婚や親族の不幸等による慶弔見舞等。

(2) その他経費

販売用棚卸資産を販売したときの原価。期首の棚卸高に当期の仕入高を加え期末の棚
卸高を控除した額。

ボランティア評価費用

退職給付費用

売上原価

受取助成金

受取補助金

雑収益

給料手当

臨時雇賃金

法人内部の「人」に関わる費用

人件費以外の費用

活動予算書の科目例

　以下に示すものは、一般によく使われると思われる科目のうち、主なものを例示したものです。したがって、該当がない
場合は使用する必要はありませんし、利用者の理解に支障がなければまとめても構いません。また、適宜の科目を追加
することができます。

賛助会員受取会費

施設等受入評価益

ボランティア受入評価益
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勘定科目 科目の説明

業務委託費 業務の一部を外部へ委託するための費用。

諸謝金 講師等に対する謝礼金。

印刷製本費 パンフレットやチラシ作成、会報等の印刷費用等。

会議費 打合せや会議のための会場費、飲食代。

旅費交通費 法人内部の人が、業務のため使用した交通機関の利用料や出張費。

車両費 車両運搬具に関する費用をまとめる場合。内容により他の科目に表示することもできる。

通信運搬費 電話代や郵送物の送料等。

消耗品費 少額（１０万円未満）で耐用年数が１年未満の物品の購入。

固定資産の通常の維持管理のため、または、災害等によりき損した固定資産につき、そ
の原状を回復するために要したと認められる費用。

水道光熱費 電気代、ガス代、水道代等。

地代家賃 事務所の家賃や駐車場代等。

賃借料
少額資産に該当する事務機器のリース料等。不動産の使用料をここに入れることも可
能。

施設等評価費用
無償でサービスの提供を受けた場合の費用相当額。施設等受入評価益と併せて計上
する。

減価償却費 固定資産の取得価格を耐用年数にわたって減額していく場合の当期に計上する費用。

保険料
火災保険、損害賠償保険、自賠責保険、傷害保険等の損害保険料やボランティア保険
料等。

諸会費 諸団体、同業種団体他、事業に関連しているさまざまな団体に支払う会費。

租税公課
国税及び地方税、国や地方公共団体が徴収する金銭。
例：固定資産税、自動車税、登録免許税、公的な課金、罰金、過料等

研修費 講習会、勉強会への参加等、業務に必要な知識や技術を習得するための費用。

支払手数料
銀行の振込手数料、仲介手数料、弁護士・税理士・社労士等外部専門家に対する報
酬。科目を「振込手数料」「支払報酬」「顧問料」などにすることもできる。

支払助成金 他の団体等に支払う場合。

支払寄附金 反対給付（見返り）を求めずに支払うもの。

支払利息 金融機関等からの借入れに係る利子・利息。

為替差損 為替換算による差損。なお、為替差益がある場合は相殺して表示する。

雑費
いずれの科目にも該当しない、又は独立の科目とするほど量的、質的に重要でない費
用。この科目の金額が他と比して過大になることは望ましくない。

２．管理費 法人の組織の運営に関する費用

(1) 人件費

役員報酬
法人の役員に対して「役員としての報酬」を支払う場合。役員総数の３分の１の人数を超
えて報酬を支払うことは法律で禁止されている。

(2) その他経費

・・・・・・

・・・・・・

Ⅲ 経常外収益 通常の活動以外で、臨時的、偶発的に生じる収益

固定資産売却益
固定資産を売却したとき、売却価格が売却時の帳簿価格を上回った場合のその差額。
（益）

過年度損益修正益 過年度に関わる項目を当期に一括して修正処理をした場合。

Ⅳ 経常外費用 通常の活動以外で臨時的、偶発的に生じる費用

固定資産除・売却損
固定資産を売却したとき、売却価格が売却時の帳簿価格を下回った場合のその差額。
（損）

災害損失 建物等の有形固定資産の地震・火災・風水害・盗難等の災害による損失。

過年度損益修正損
過年度に関わる項目を当期に一括して修正処理をした場合。会計基準を変更する前事
業年度以前に減価償却を行っていない資産を一括して修正処理する場合などに用い
る。減価償却費だけの場合は、「過年度減価償却費」の科目を使うこともできる。

Ⅴ 経理区分振替額 その他の事業を実施している場合のみ必要

経理区分振替額 その他の事業がある場合の事業間振替額。

修繕費

組織の管理運営に携わる「人」に係る費用

管理費の役員報酬以外の勘定科目は、事業費にある項目と同じ項

目の使用が可能。
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委 任 状 

 

  年  月  日 

 

       申 請 者 

 

        住所又は居所                         

 

        氏    名                       ㊞ 

 

 

   私は次の者を代理人と定め、特定非営利活動法人  ○○○○         の 

申請に係る一切の手続を委任します。 

 

        代 理 人  

 

        住所又は居所                         

 

氏    名                         

 

 
 

 

この委任状は、申請者以外の代理人

の方が相模原市に申請書類をご提出

される場合に、必要となります。 

住所又は居所、氏名は、住民票記載どおりのご

記入をお願いいたします。 

相模原 太 郎  

相模原市○○区△△１丁目２番３号 

住所又は居所、氏名は、住民票記載どおりのご

記入をお願いいたします。 
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軽微な不備の補正について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２号様式(第４条第１項関係) 

補正書 

 

○○年○○月○○日 

 

相模原市長 あて 

 

                申請者 住所又は居所 

 神奈川県相模原市○○区△△１丁目２番３号 

                    氏  名 相模原 太 郎      （㊞）   

                    電 話 番 号  ×××－□□□－△△△△ 

                    ﾌｧｸｼﾐﾘ番号 なし 

 

  ○○年○○月○○日付けで申請した設立の認証（定款の変更の認証・合併の認証）につ

いて、提出した書類に軽微な不備がありましたので、特定非営利活動促進法第１０条第３

項（同法第２５条第５項及び第３４条第５項において準用する場合を含む。）の規定によ

り、次のとおり補正します。 

補正が

必要な

書類 

補正の内容 
補正の

理由 補正後 補正前 

定款 

 

 (招集)   

第２４条 総会は、前条第２項第３号

の場合を除き、理事長が招集する。 

 

(招集)   

第２４条 総会は、前条第２項第３号

の場合を除き、理事長が召集する。 
誤字の

修正 

備考 
１ 補正することができる軽微な不備は、内容の同一性に影響を与えない範囲のものであり、か
つ、客観的に明白な誤記、誤字又は脱字に係るものとして市長が認めたものとします。 

２ 補正の内容の欄には、補正しようとする箇所について、補正後と申請段階での記載の違いを
明らかにした対照表を記載してください。 

３ 補正後の書類を添付してください。なお、縦覧に供する書類（定款、役員名簿、設立趣旨書、
事業計画書、活動予算書）を補正する場合は、２部添付してください。 

申請日から１週間以内であれば、申請書や添付書類について、軽微な不備（内

容の同一性に影響を与えない範囲のものであり、かつ、客観的に明白な誤記、誤

字又は脱字に係るものとして市長が認めたもの）の補正をすることができます。

（法第１０条第３項、条例第４条、規則第４条） 

軽微な不備の補正をする場合には、補正書と補正後の書類（縦覧書類について

は２部）を相模原市へ提出してください。 

補正箇所に下線を
引いてください。 

施行規則で定まった様式です。 

相模原市以外の様式では受理でき

ません。 

特定非営利活動法人設立認証申請書

(Ｐ11 参照)の右上に記載した申請年

月日を記載してください。 

定款の変更の認証・合併の認証の

文字は抹消してください。 

補正書の申請者は、設立認証申請者 

となります。 

設立認証申請書に押印している場合は

同一の印鑑を押印してください。 
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２ 法人の成立 

設立登記完了届出に関する手続（法第１３条） 

（１）概要 

法人の設立認証を受けた後、設立の認証のあった日から２週間以内に設立の登記を

することが必要です。登記が完了すると法人が成立します。設立の登記が完了したら、    

その旨を遅滞なく相模原市へ報告してください。 

なお、認証日から６か月を経過しても設立の登記をしない場合には、設立の認証の

取消対象になります。（法第１３条第３項）  

（２）手続の流れ 

認証通知書の受領 ⇒ 法務局で設立の登記 ⇒ 相模原市へ設立の届出 

※法務局への設立の登記に当たって、設立当初の財産目録を作成する必要があります。 

詳しい手続は、主たる事務所の所在地を所管する法務局にご確認ください。  

参考：相模原市内に主たる事務所がある法人の登記場所→横浜地方法務局湘南支局  

（３）提出書類 

提出書類 提出部数 

① 設立(合併)登記完了届出書（第５号様式） １部 

② 登記をしたことを証する登記事項証明書  １部 

   

 

参考 特定非営利活動法人の税金について 

①設立届の提出 

○ 法人を設立した場合には、税務署、県税事務所及び相模原市に対し、法人の設立・

開設届を提出することが必要となります。 

②法人税、法人事業税、法人住民税の取扱い 

○ 法人税及び法人事業税については、法人税法上の収益事業（法人税法施行令第５条

第１項に掲げられている３４業種。以下同じ。）の所得に対しては課税されますが、そ

れ以外の事業の所得は非課税となっています。  

○ 法人住民税（県民税・市民税）については、法人税法上の収益事業を行っている場

合は均等割と法人税割が課税され、行っていない場合は均等割のみが課税されます。 

③減免制度 

○ 相模原市では、法人税法上の収益事業を行っていない法人については、法人からの

申請により、市民税の均等割を減免する制度があります。 

なお、神奈川県の県民税の均等割についても、相模原市と同様な取扱いを行ってお

ります。 

※詳細については、①法人税については税務署、②法人の県民税・事業税については

県税事務所、③法人市民税については市民税課法人担当にご確認ください。 

（税金についてのお問い合わせ先につきましては、裏表紙の１ページ前をご参照くだ

さい。） 
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第５号様式(第６条第１項及び第２２条第１項関係) 

 

設立（合併）登記完了届出書 

 

 ○○年○○月○○日 

 

相模原市長 あて 

 

                     主たる事務所の所在地 

相模原市○○区△△１丁目２番３号    

                     法人の名称 

特定非営利活動法人 ○○○○    

 

                     代表者の氏名 

理事長 相模原 花 子       

 

                     電 話 番 号  ×××－□□□－△△△△ 

                     ﾌｧｸｼﾐﾘ番 号  ×××－□□□－△△△△ 

 

設立(合併)の登記を完了しましたので、特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第１３

条第２項（同法第３９条第２項において準用する場合を含む。）の規定により、届け出ます。 

 

 

 

 

備考 当該登記をしたことを証する登記事項証明書及び財産目録を添付してください。 

 

合併の文字は抹消してください。 

合併の文字は抹消してください。 

施行規則で定まった様式です。 

相模原市以外の様式では受理で

きません。 



NPO
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 法人は、毎事業年度終了後３か月以内に、前事業年度の事業報告書、活動計算書、

貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、社員名簿を作成し、主たる事務所及び従たる

事務所に備え置くこと（法第 28 条第 1 項）と、相模原市へ提出すること（法第 29 条）

が義務付けられています。 

 また、役員の変更（法第 23 条）や定款の変更（法第 25 条）などを行う場合には、

相模原市に申請又は届出をすることも必要です。 

 ここでは、法に基づく申請・届出等について簡単にご案内します。（詳しくは、「特

定非営利活動法人関係事務の案内【法人成立後編】」をご覧ください。） 
 

１ 法人が作成・事務所に備え置くべき書類 

特定非営利活動法人は、毎事業年度終了後３か月以内に、前事業年度の①～⑥に掲げ

る書類を作成し、これらを、作成の日から５年間を経過した日を含む事業年度の末日ま

での間、主たる事務所及び従たる事務所に備え置かなければなりません。（法第２８条第

１項） 

  また、⑦～⑩に掲げる書類についても、主たる事務所及び従たる事務所に備え置かな

ければなりません。（法第２８条第２項） 

事 務 所 に 備 え 置 く 書 類 一 覧 

毎
年
作
成 

① 事業報告書 

② 活動計算書 計算書類  

※計算書類には注記を添付する。 ③ 貸借対照表 

④ 財産目録 

⑤ 

年間役員名簿（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名

及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の

有無を記載した名簿） 

⑥ 
前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所又は

居所を記載した書面 

必
要
に
応
じ
て
作
成 

⑦ 役員名簿 

⑧ 定款 

⑨ 認証に関する書類の写し 

⑩ 登記に関する書類の写し 

※ 活動計算書と貸借対照表をあわせて計算書類といいます。注記は、計算書類と一体

であり重要なもののため、添付することが望ましいです。 

 

さらに、特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から上記①～⑩の書類に

ついて閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて､これを閲覧させなけ

ればなりません｡なお、設立後(合併後)①～⑥の書類が作成されるまでの間は、認証申請時

の事業計画書及び活動予算書、成立時(合併時)の財産目録が閲覧の対象となります。（法第

２８条第３項） 
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２ 毎年提出する書類 

○ 次の①から⑥までの書類については、毎事業年度終了後３か月以内に、相模原市に提

出してください。提出された書類は、市民協働推進課で閲覧に供するとともに、一部書

類は内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトに公開します。 

 提 出 書 類 提出部数 

① 前事業年度の事業報告書 １部 

② 前事業年度の活動計算書 計算書類  

※計算書類には注記を添付する。 

１部 

③ 前事業年度の貸借対照表 １部 

④ 前事業年度の財産目録 １部 

⑤ 
年間役員名簿（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名

及び住所又は居所並びに前事業年度における報酬の有無を記載した名簿） 
１部 

⑥ 前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿 １部 

○ 事業報告書等のうち、前事業年度の貸借対照表は、作成後遅滞なく、定款で定める方

法により、これを公告しなければなりません（法２８の２）。 

（注１） 平成２８年法改正により、登記事項から「資産の総額」が削除され、貸借対照

表の公告が義務付けられました。 

３ 役員の変更（再任を含む。）があった場合に提出する書類 

○ 役員の変更等があった場合は、役員の変更の届出が必要です。次の①、②の書類を相

模原市に提出してください。   

なお、新たに就任した役員がいる場合は、③及び④の書類をあわせて提出する必要

があります。(再任された役員については、③及び④の書類の提出は不要です。) 

提 出 書 類 提出部数 

① 役員の変更等届出書(第６号様式) １部 

② 変更後の役員名簿 １部 

③ 誓約及び就任承諾書のコピー 各１部 

④ 各役員の住所又は居所を証する書面 （Ｐ８⑤参照） 各１部 

４ 定款の変更があった場合に提出する書類 

定款を変更するときは、定款に定められた変更方法により総会での議決を経る必要があ

ります。その後、変更事項によって所轄庁の認証又は届出が必要です。 
 
[１] 所轄庁の認証が必要な場合 

○ 変更事項が以下のいずれかのときは、所轄庁の認証が必要となります。認証を受ける

には、申請が必要となりますので、次ページの①～③の書類を相模原市に提出してくだ

さい。 

（1）目的 

 （2）名称 

（3）特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

（4）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る。） 

（5）社員の資格の得喪に関する事項 

（6）役員に関する事項（役員の定数に係るものを除く。） 

（7）会議に関する事項 

（8）その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

（9）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。） 

（10）定款の変更に関する事項 
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 ○ なお、変更事項に「特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種

類」又は「その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する

事項」を含む場合は、④及び⑤の書類をあわせて提出する必要があります。 

○ 定款の変更の認証については、法人設立時と同様に申請書受理後、２週間の縦覧を

行いますので、③～⑤までの書類については、縦覧用も含め、２部提出してください。

縦覧期間終了後２か月以内に認証・不認証を決定します。 
 

提 出 書 類 提出部数 

①  定款変更認証申請書（第７号様式） １部 

②  定款変更を議決した社員総会の議事録のコピー １部 

③  変更後の定款 ２部 

④  定款変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書 各２部 

⑤  定款変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の活動予算書 各２部 
 
○ 所轄庁の変更(主たる事務所を相模原市外に移す、従たる事務所を相模原市外に置く)を伴

う定款の変更の認証申請の場合は、次の⑥～⑬までの書類をあわせて提出する必要が

あります。 

※申請書類は変更後の所轄庁の様式を使用し、現在の所轄庁(相模原市)に提出します。 

⑥  
役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の

有無を記載した名簿） 
２部 

⑦  確認書 １部 

⑧  前事業年度の事業報告書 １部 

⑨  前事業年度の活動計算書 １部 

⑩  前事業年度の貸借対照表 １部 

⑪  前事業年度の財産目録 １部 

⑫  前事業年度の年間役員名簿 １部 

⑬  前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿 １部 

  ※ 設立初年度が経過していない法人の場合は、⑧～⑬の代わりに、事業計画書、活動
予算書、成立時（合併時）の財産目録を提出してください。 

 
○ 定款の変更事項に登記事項の変更を含む場合には、認証の決定後２週間以内に、法務

局において変更の登記を行う必要があります。変更の登記をした後は、遅滞なく、次の

書類を提出してください。 

⑭ 定款の変更に係る登記をしたことを証する登記事項証明書 １部 

 ※登記事項証明書のうち履歴事項全部証明書を取得してください。 
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[２] 所轄庁への届出が必要な場合 

○ 変更事項が以下のいずれかのときは、総会での議決により定款の変更が必要です。変

更した後は、所轄庁への届出が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 届出が必要な場合には、次の①～②の書類を相模原市に提出してください。 

提 出 書 類 提出部数 

① 定款変更届出書（第１０号様式） １部 

② 定款変更を議決した社員総会の議事録のコピー １部 

○ 変更事項が、「相模原市内における主たる事務所及びその他の事務所の移転・新設」

である場合は、次の書類が必要となります。 

③ 定款の変更に係る登記をしたことを証する登記事項証明書 １部 

 ※登記事項証明書のうち履歴事項全部証明書を取得してください。 

５ 情報公開 

○ 内閣府では「内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイト」を運営しており、法人は当該サイト

で団体の活動情報や財務情報等を、ＮＰＯ活動に参加や支援をしたい方や、興味のある

方へ向けて発信することができます。 

○ 当該サイトの利用にはユーザー登録が必要です。登録及びご利用いただくのは任意で

すが、法人の情報公開の一環としてぜひご活用ください。 

 

 掲 載 で き る 情 報 

組 織 情 報 財 務 情 報 

① 電話番号・ＦＡＸ番号 ① 事業年度 

② メールアドレス ② 活動計算書 

③ ホームページＵＲＬ ③ 貸借対照表 

④ 常勤職員数 ④ 準拠している会計基準 

⑤ 事業活動の内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）相模原市内における主たる事務所及びその他の事務所の移転・新設 

（2）役員の定数に係るもの 

（3）資産に関する事項 

（4）会計に関する事項 

（5）事業年度 

（6）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものを除く。） 

（7）公告の方法 

（8）法第１１条第１項各号に規定がない事項（合併に関する事項、事務局に関する事項など） 

https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/users/auth/login 
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○ ユーザー登録及び情報発信方法は次のとおりです。 

 

 

 

６ 法人を解散する場合に提出する書類 

○ 法人を解散する場合には、その事由等により、申請又は届出が必要です。申請書又は

届出書に必要書類を添付して、相模原市の窓口に提出してください。 
 

[１] 解散の認定申請 

目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能による解散は、解散の認定申請

が必要です。 

提 出 書 類 提出部数 

① 解散認定申請書（第１１号様式） １部 

② 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能を証する書面 １部 
 

[２] 解散の届出 

社員総会の決議、定款で定めた解散事由の発生、社員の欠亡又は破産手続開始の決

定による解散は、解散の届出が必要です。 

提 出 書 類 提出部数 

① 解散届出書（第１３号様式） １部 

② 解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書 １部 
 

[３] 清算人の就任の届出 

清算中に清算人が就任した場合は、清算人の就任の届出が必要です。 

提 出 書 類 提出部数 

① 清算人就任届出書（第１４号様式） １部 

② 当該清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書   １部 
 

[４] 残余財産の譲渡の認証申請 

定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、相模原市の認証を得て、

その財産を国又は地方公共団体に譲渡することができます。 

提 出 書 類 提出部数 

① 残余財産譲渡認証申請書（第１５号様式） １部 

 

 

①ログイン画面から
「新規ユーザー登録」
をしてください。※

②内閣府から
確認書類が
郵送されます。

③書類に従って
手続を完了して
ください。

①ログイン画面から
マイページへ

ログインします。

②情報を登録・
更新し、公開申請

をします。

③内閣府が承認すると
内閣府ポータルサイトに

公開されます。

ステップ１ 

ステップ２ 

ユーザー登録をしてください。 

活動情報の発信にご活用ください。 

※利用規約を確認し、同意の上、手順に従ってご登録ください。 

※NPO 法人情報登録（NPO 法人限定）問合せフォーム 

https://form.cao.go.jp/npo/opinion-0017.html 
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[５] 清算結了の届出 

解散に係る清算が結了したときは、清算結了の届出が必要です。 

提 出 書 類 提出部数 

① 清算結了届出書（第１７号様式） １部 

② 清算結了の登記をしたことを証する登記事項証明書 １部 

７ 法人の合併をする場合に提出する書類 

○ 特定非営利活動法人は、他の特定非営利活動法人と合併することができます。法人の

社員総会の議決を経た後、相模原市の認証を受けなければ、合併することができません。

合併の認証申請書類一式を相模原市の窓口に提出してください。 

○ 合併の認証については、設立時と同様に申請書受理後、２週間の縦覧を行いますので、

③、④及び⑨から⑪までの書類については、縦覧用を含め、２部提出してください。 
 
※ ②から⑪までの書類の作成方法については、Ｐ７からのⅡ法人設立手続の「設立」を「合併」

に読みかえてご参照ください。 
 

提 出 書 類 提出部数 

① 合併認証申請書（第１８号様式） １部 

② 合併の議決をした社員総会の議事録のコピー １部 

③ 定款 ２部 

④ 
役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有

無を記載した名簿） 
２部 

⑤ 誓約及び就任承諾書のコピー 各１部 

⑥ 各役員の住所又は居所を証する書面  各１部 

⑦ 社員のうち 10 人以上の者の名簿 １部 

⑧ 確認書 １部 

⑨ 合併趣旨書 ２部 

⑩ 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 各２部 

⑪ 合併当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 各２部 
 

８ 認定（特例認定）ＮＰＯ法人制度 

認定ＮＰＯ法人とは、ＮＰＯ法人のうち、運営組織及び事業活動が適正であること並び

に公益の増進に資することにつき一定の要件を満たすものとして、所轄庁の認定を受けた

ものをいいます。認定ＮＰＯ法人になると、税制上の特例措置を受けることができます。 

なお、特例認定ＮＰＯ法人は、設立後５年以内のＮＰＯ法人のみ申請することができま

す。 

詳細につきましては、相模原市市民協働推進課までお問い合わせください。 

９ 指定ＮＰＯ法人制度 

指定ＮＰＯ法人とは、相模原市内で活動し、地域の課題解決及び活性化に資する事業を

行っているＮＰＯ法人のうち、審査会の審査を経て、一定の要件を満たすものとして市の

条例で個別に指定されたものをいいます。指定ＮＰＯ法人になると、法人への寄附者が個

人市民税の優遇措置を受けることができます。 

なお、指定ＮＰＯ法人になることにより、認定を受けるための要件の一つを満たすこと

ができます。詳細につきましては、相模原市市民協働推進課までお問い合わせください。 
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○ 特定非営利活動法人制度に関する基本的な事項をＱ＆Ａ形式にまとめたものですので、

参考にしてください。 

Ｑ 項   目 内        容 法 条例 規則 

  [総論]     
1 
 
 

特定非営利活動促
進法ができた背景 

 特定非営利活動促進法はどのような背景が
あって制定されたのか。 

   

2 法人格を得るとい
うこと 

 特定非営利活動法人として法人格を取得す
るとどうなるか。 

  

3 法人認証事務の特
色 

 特定非営利活動法人の認証事務の特色はど
のような点にあるか。 

  

 [定義]     

4 不特定かつ多数の
ものの利益 

 「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄
与する」とはどのような意味か。 

2-1   

5 法人格取得の要件  特定非営利活動法人として法人格を取得す
るには、どのような団体でなければならない
のか。 

2 
12-1 

  

6 主たる目的  特定非営利活動を行うことを「主たる目的」
としているかどうかはどのように判断するの
か。 

2-2 
 

  

7 営利を目的としな
い 

特定非営利活動促進法でいう「営利を目的と
しないもの」とは、どのような意味なのか。 

2-2-1 
  

  

8 社員の資格の得喪
に関する不当な条
件 

 「社員の資格の得喪に関して不当な条件を
付さないこと」とは、どのような意味か。 

2-2-1   

 [その他の事業]       
9 その他の事業 「その他の事業」を行う場合に留意しなけ

ればならないことは何か。 
5   

 [事務所]       

10 
 

主たる事務所 「主たる事務所」とは、どのような場所を
いうのか。 

6 
 

  

 [設立認証申請]     
11 申請手続 法人の設立認証申請の手続は、どのように

すればよいのか。 
10 2 2 

12 申請窓口 法人の設立認証申請は、どこで行えばよい
のか。 

9 
10-1 

2 
 

 

13 申請書の提出 申請書類の提出にあたって、留意すべきこ
とはあるか。 

10 2 2 

14 事業年度 事業年度は任意に決めることができるか。
また、事業年度の期間や開始時期は毎年変更
できるか。 

11-1   

 [公表・縦覧]     
15 公表・縦覧の方法 法でいう「公表」や｢縦覧」は、具体的には

どのように行うのか。 
10-2 3 3 

 [認証の基準]     
16 審査基準 所轄庁はどのような基準で審査し、認証を

行うのか。また、所轄庁によって審査の基準
や運用が異なることはないのか。 

2-1,2 
12 
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Ｑ 項   目 内        容 法 条例 規則 

17 審査期間  設立の申請後、どのくらいで認証、不認証
が決定されるのか。 

10-2 
12-2 

   

 [登記]      
18 
 

登記の効力  特定非営利活動促進法において、「登記」は
どのような効力があるか。 

7,13   

 [役員]     
19 
 

特定非営利活動
法人の役員 

特定非営利活動促進法では、役員の数や任
期、選任方法、権限、業務などについて、ど
のように規定されているのか。 

15～24   

20 役員の資格  役員は誰でもなることができるのか。 20,21   

 [定款の変更]     

21 定款の変更手続 定款の変更を行う場合には、どのような手
続が必要か。 

25、26 7 8～11 

 [会計]      

22  会計の原則  法人の会計は、どのようにすればよいのか。 27   

 [情報公開]      
23 法人の義務 法人が公開すべき書類は何か。 28   

24 法人の公告  貸借対照表の公告はどのようにすればよい
のか。 

28-2   

25 所轄庁における
閲覧又は謄写 

 法人の提出書類について、所轄庁で閲覧又
は謄写（コピー）の請求をすることはできる
か。 

29,30 10,21 3,13,
34 

 [解散]     

26 解散手続  法人を解散する場合には、どのような手続
をとればよいのか。また、その際の残余財産
の処理方法はどうなるのか。 

31～ 
32の8 

11，12 14～ 
19 

 [監督]     

27 報告及び検査の
要件 

 所轄庁が特定非営利活動法人に対して報告
や検査を求めるのはどのような場合か。また、
どのような方法で行うのか。 

41  23 

28 改善命令  改善命令とは何か。 42   

29 認証取消 所轄庁は、どのような場合に特定非営利活
動法人の設立の認証を取り消すことができる
のか。 

13-3, 
43 

  

 [税制]     

30  税制上の取扱い  特定非営利活動法人は、税制上どのように
扱われるのか。 

70,71 
附則 

  

 



60 

 

 [総論] 

 (特定非営利活動促進法ができた背景) 

Ｑ１ 特定非営利活動促進法はどのような背景があって制定されたのか。 

 

Ａ 福祉や環境、人権、国際協力など様々な分野で、地域社会の課題の解決に向け、ボラ

ンティア活動をはじめとする民間非営利活動が活発になっています。 

 これらの活動の主体の多くは任意団体であり法的な主体となれないことから、事務所

の賃貸など各種の契約や登記を行う場合、代表者個人の負担となるところが多くなるこ

とをはじめ、活動の幅や団体の規模が拡大するに伴い様々な活動上の不便が生じている

ことが指摘されてきました。 

 こうした団体が法人格を得るためには、平成 10 年当時、民法の公益法人制度があり

ましたが、財政基盤や組織としての実体が確実であることが必要とされており、基本財

産の額をはじめ、過去の実績、社員の数などが許可の際の判断基準となっているなど、

ボランティア活動をはじめとした民間の非営利活動を行う団体が法人格を取得すること

は、大変厳しいものといわれていました。 

 こうしたことから、活動を進める団体や市民から新たな法人制度の設立を求める声が

高まり、それに呼応して国会においても活発な議論が展開された結果、特定非営利活動

を行う団体が比較的簡便に法人を設立することができる制度として、平成10年 3月に「特

定非営利活動促進法」が制定され、同年 12 月 1 日から施行されました。 

 なお、営利を目的としない団体が、より簡便に法人格を取得できる制度として、「一般

社団法人及び一般財団法人に関する法律」が制定され、平成 20 年 12 月から施行されま

した。 

【参考】一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」は、法人格の取得と公益性の判断を

分離するという基本方針の下、営利を目的としない社団と財団について、法人が行う事

業の公益性の有無にかかわらず、登記のみによって簡便に法人格を取得できる制度です。 

詳しくは、以下の法務省のホームページ「一般社団法人及び一般財団法人制度Ｑ＆Ａ」

をご覧ください。 〔ＵＲＬ https://www.moj.go.jp/MINJI/minji153.html〕 

 

(法人格を得るということ) 

Ｑ２ 特定非営利活動法人として法人格を取得するとどうなるか。 

 

Ａ 「法人格」とは、「法律上の人としての資格」を意味するものです。（特定）非営利活

動をするためだけであれば、法人格の有無にかかわらず活動は可能です。 

しかし、法人格を得ると、その法人が契約の主体となりますので、事務所等の賃貸借

契約を結ぶ、銀行から金銭を借入れるなどの各種契約や不動産の登記、金融機関の口座

開設などが法人名義でできることになり、代表者と団体との法律上の責任が明確に区分

できるようになります。 

  その一方で、法人を対象としたいろいろな税金が課せられます。例えば、法人税法に

規定された「収益事業」を実施している法人は、法人税を支払うことが必要となります。  

このほか社会的信用を得るためには、財務や事業の内容等、団体の情報を公開し透明

性を確保する必要もありますし、解散の際に残余財産がある場合は提供者には戻されず、

特定非営利活動法人や他の公益を目的とする法人、又は国や地方自治体に引き継がれる

など、公益的な活動を行う法人としての様々な責任を負うことになります。 

このように法人格を取得し法律上の権利義務の主体となるということには大きな意

味がありますが、同時に様々な社会的責任や義務を負うということにもなります。
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 (法人認証事務の特色) 

Ｑ３ 特定非営利活動法人の認証事務の特色はどのような点にあるか。 

 

Ａ 特定非営利活動促進法は、立法の過程で、行政の裁量が働かないように、従来の他の

法人格付与法では政令や省令などに委任しているような事項についても、必要な事項は

できる限り法律の中で規定するという姿勢で制定されたという経過があります。 

こうした経過から、設立の認証の審査に際しても、所轄庁は、原則として、法に定め

られた提出書類をもとに、法定の要件が備わっているかどうかを判断するものと国会審

議で確認されています。 

したがって、本市でも、原則、提出された申請書類の記載内容を判断材料として、法

第 12 条による認証の基準に適合しているかどうかなどを確認し、適合すると認めると

きに認証の決定を行うということとなります。 

 

 [定義] 

 (不特定かつ多数のものの利益) 

Ｑ４ 「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与する」とはどのような意味か。 

 

Ａ 「不特定かつ多数のものの利益」とは、いわゆる「公益」と同義であり、「社会全般

の利益」を意味するものです。 

したがって、「私益」(特定の個人や団体の利益)や、「共益」(構成員相互の利益)を目

的とする活動は受益者が特定されている活動となりますので、それらを主たる目的とし

て活動することができません。 

例えば、同窓会や同好会などのような共益的な活動は、この「特定非営利活動」には

当たりません。また、「○○さんを救う会」のように特定された個人のみを対象とした

活動は、この要件には該当しないことになります。 

ただし、活動の現実的な受益者が、事柄の性質上限定されたり、結果として少数であ

ったとしても、活動の目的が「社会全体の利益」と考えられるような場合には、この要

件を満たすものといえるでしょう。(例えば、「○○病患者を救う活動」を行っている場

合で、現時点では、その活動の対象者が少数であっても将来的に対象人員が広がる可能

性があるような場合など。) 

なお、ここでいう「不特定かつ多数のものの利益」の要件の対象は、その団体の活動

の対象となる「受益者」のことであり、「社員」(団体の構成員として総会で議決権を有

する者)とは異なるものです。多くの団体においては、「会員」の名称の下で、一方では

「受益者」を意味すると同時に、他方では「社員」を意味する場合があることから、こ

の区別には十分な注意が必要です。 

「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的」としているかどうかを

判断するにあたっては、提出された書類のうち、定款に記載された目的、特定非営利活

動の種類及びそれに係る事業の種類により確認し、それらが設立趣旨書や事業計画書、

活動予算書と整合がとれているか、等の観点から総合的に判断することとなります。 
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(法人格取得の要件) 

Ｑ５ 特定非営利活動法人として法人格を取得するには、どのような団体でなければな

らないのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人として法人格が取得できる団体は、次の①～⑦すべてに当てはまる

必要があります。 

① 特定非営利活動を行うことを「主たる目的」とする団体であること。 

② 営利を目的としないこと。 

③ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

④ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の 3 分の 1 以下であること。 

 ⑤ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的と  

するものでないこと。 

⑥ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするもの

でないこと。 

⑦ 特定の公職の候補者(当該候補者になろうとする者を含む。)若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと。 

さらに、設立の認証にあたっては、前述の要件のほか次の点が審査されます。 

① 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。 

② 暴力団でないこと、暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若

しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年を経過しない者の統制の下にある団体

でないこと。 

③ 10 人以上の社員を有するものであること。 

 

 (主たる目的) 

Ｑ６ 特定非営利活動を行うことを「主たる目的」としているかどうかはどのように判

断するのか。 

 

Ａ 特定非営利活動を行うことを主たる目的としているかどうかの判断は、原則として申

請者が所轄庁に提出する申請書や定款、設立趣旨書、事業計画書、活動予算書等の書類

を審査することにより行います。したがって、申請者はこれらの提出書類に、何が「主

たる目的」であるかを所轄庁が判断できるよう具体的に記載する必要があります。 

所轄庁が、提出された個々の書類でどう判断するかについては、次のとおり整理され

ます。 

まず、設立趣旨書や定款上に記載されている目的やその団体が行う特定非営利活動の

種類、それに係る事業の種類などから、その団体が特定非営利活動を行うことを主たる

目的としているかどうかを審査します。 

次に、事業計画書からは、全体の事業量に占める主たる目的とする事業量がどの程度

か、活動の日数や人数、受益対象者の人数や対象範囲などにより審査します。 

また、活動予算書では、全体の事業費に占める主たる目的とする事業費の割合などに

ついて審査します。 

このように、所轄庁がその法人が特定非営利活動を「主たる目的」としているかどう

かを判断するにあたっては、活動の全体をみながら団体の目的や活動の種類が事業計画

書など個々の書類に反映されているかを書面で審査し、総合的に判断することとしてい

ます。 
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(営利を目的としない) 

Ｑ７ 特定非営利活動促進法でいう「営利を目的としないもの」とは、どのような意味

なのか。 

 

Ａ 「営利を目的としない」とは、活動によって得た利益を構成員で配分しないというこ

とを意味します。団体の活動で収益があった場合には、事業費や人件費、交通費などの

必要経費に充て、さらに剰余金（利益）が生じた場合、構成員（役員、社員など）で分

けず、次年度の事業に使います。「営利を目的としない」とは、無償でサービス等を行

わなければならないという意味ではありません。 

ただし、職員の賃金について、類似の労働に対して得られる社会一般で妥当とされて

いる賃金と比較してあまりに高額な賃金を受けている場合は、利益を分配していると判

断されることもあります。 

 

 (社員の資格の得喪に関する不当な条件) 

Ｑ８ 「社員の資格の得喪に関して不当な条件を付さないこと」とは、どのような意味

か。 

 

Ａ ｢社員の資格の得喪に関して不当な条件を付さないこと」とは、その団体の構成員とな

るための資格や条件、あるいは入会や退会の条件などが、客観的かつ合理的でないもの

であってはならないということです。また、社員の資格の得喪に関する事項は法第 11 条

第 1 項により定款に記載しなければならないこととなっていますので、具体的な判断は、

提出された定款により行うこととなります。 

この法の目的は「市民が行う自由な社会貢献活動」を促進することであって、できる

だけ多くの市民が本人の意思に基づき自由に入会、退会できるということが原則ですの

で、例えば信者以外の者を一切入会させないといったことは是認されないということに

なります。 

 

 [その他の事業] 

 (その他の事業) 

Ｑ９ 「その他の事業」を行う場合に留意しなければならないことは何か。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、①特定非営利活動に係る事業に支障がないこと、②利益を生

じたときは、特定非営利活動に係る事業のために使用すること、という2つの要件に違反

しない限りにおいて、特定非営利活動に係る事業以外の「その他の事業」を行うことが

認められています。(法第5条第1項) 

 この「その他の事業」とは、①特定非営利活動に係る事業に充当するために利益をあ

げる目的で行う事業、②構成員のみを対象とした共益的な事業などが想定されますが、

いずれの場合でも、特定非営利活動法人として、特定非営利活動が主たる目的となって

いる必要があります（Ｑ６参照）。 

また、特定非営利活動に係る事業の実施に必要な財産、資金等を圧迫するようなもの

は認められませんし、生じた利益を本来事業のために活用しないで構成員に分配するよ

うなことがあれば、営利を目的とした活動に該当するものと考えられ、法の規定に抵触

することとなります。 
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「その他の事業」に関する会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計から区分

し、特別の会計として経理しなければならないものとされています(法第5条第2項)。 

したがって、「その他の事業」を行う場合には、日常の経理を区分するとともに、活動

予算書、活動計算書についても、特定非営利活動に係る事業と区分する必要があります。 

 なお、特定非営利活動促進法上の「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」

との区分と、法人税法上の「収益事業」と「非収益事業」との区分は、概念が異なりま

す。 

  実施する事業が「特定非営利活動に係る事業」であったとしても、法人税法上の収益

事業にあたる場合は、法人税が課せられることになりますので、法人税法上の収益事業

にあたるかどうかについては、課税担当窓口等にご相談ください。 

 

ＮＰＯ法人の事業と法人税法 

 特定非営利活動促進法 法人税法 課税 

事業 

特定非営利活動に係る事業 

（目的に関する事業） 

非収益事業 非課税 

収益事業 課税 

その他の事業 

（目的外、構成員に対する事業） 

非収益事業 非課税 

収益事業 課税 

 

 

 [事務所] 

 (主たる事務所) 

Ｑ１０ 「主たる事務所」とは、どのような場所をいうのか。 

 

Ａ ｢主たる事務所」とは、一般的に法人の代表者（責任者）が所在する場所であり、かつ、

その場所で継続的に業務が行われる、事業活動の中心となる場所を指します。 

なお、特定非営利活動法人は、主たる事務所及び従たる事務所に事業報告書等を備え

置くとともに、社員その他の利害関係人から請求があれば、正当な理由がある場合を除

いて、事業報告書等を閲覧させなければならず、そうした対応が可能な場所である必要

がありますので、ご注意ください。 

 

 [設立認証申請] 

 (申請手続) 

Ｑ１１ 法人の設立認証申請の手続は、どのようにすればよいのか。 

 

Ａ 法人の設立には、設立総会等の会議において、設立関係者により設立の意思を確認し

なければなりません。 

この会議では、設立趣旨、定款、役員の選任、設立当初の事業年度及び翌事業年度の

事業計画と活動予算、法第 2 条第 2 項第 2 号及び第 12 条第１項第３号に該当することの

確認等の事項を議案とし、審議したうえ、意思決定をする必要があります。 

この会議の決定に基づき作成された申請書と定款をはじめとする添付書類を所轄庁で

ある相模原市へ提出します。(法第 10 条第１項、条例第２条、規則第２条) 
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なお、法人の設立認証の申請には、法及び条例・規則で定められた書類を提出する必

要があります。(Ｐ８参照) 

 

 (申請窓口) 

Ｑ１２ 法人の設立認証申請は、どこで行えばいいのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人の設立認証の申請は、所轄庁に行うため、相模原市内のみに事務

所がある場合には、相模原市長(窓口は市民協働推進課)あてに行っていただきます。（所

轄庁についてはＰ４参照） 

  ※ なお、県内で横浜市・川崎市・藤沢市・相模原市以外の市町村のみに事務所を設

置する場合や前４市を含む県内の２つ以上の市町村に事務所を設置する場合、主た

る事務所を県内に設置し他の都道府県にも事務所を設置する場合には神奈川県知事

(窓口は、神奈川県政策局政策部ＮＰＯ協働推進課横浜駐在事務所ＮＰＯ法人担当)

あてに申請を行っていただきます。 

 

 (申請書の提出) 

Ｑ１３ 申請書類の提出にあたって、留意すべきことはあるか。 

 

Ａ 相模原市では、申請書類の受理にあたって、まず、提出すべき書類が備わっており、

記載すべき事項が書かれているかということについて、形式的な確認をさせていただき

ます。その際、申請書類に形式的な不備があるような場合には、受理をしても不認証の

決定を行うこととなってしまいますので、書類を再度整えていただき、改めて提出して

いただくこととしております。 

申請にあたっては、「設立認証申請書類提出チェックリスト」(Ｐ９～１０)をご活用

いただくなど、書類の内容について十分ご確認をお願いします。 

また、ご不明な点があれば、申請窓口となる市民協働推進課において、お電話での問

い合わせをお受けするとともに、ある程度の書類が整った際には、面接による事前相談

を行っておりますので、ご活用ください。(なお、ご来庁いただく際には、あらかじめ

市民協働推進課にご連絡いただき、日時の予約をお願いします。) 

 

 (事業年度) 

Ｑ１４ 事業年度は任意に決めることができるか。また、事業年度の期間や開始時期は

毎年変更できるか。 

 

Ａ 事業年度の始期及び終期は、団体の意思に基づき定めることができますが、会計書類

の作成や税法その他の法体系が１年間を前提にしているなどのことから、その期間につ

いては、１年間が原則と考えます。 

 なお、事業年度は定款に記載しなければなりませんので、ご注意ください。(法第 11

条第１項第 10 号) 

 事業年度の期間や開始時期の変更は、会計書類の作成に影響し、団体の活動状況や財

政状況を不明瞭とするため、設立時に慎重にご検討ください。 
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[公表・縦覧] 

 (公表・縦覧の方法) 

Ｑ１５ 法でいう「公表」や「縦覧」は、具体的にはどのように行うのか。 

 

Ａ 法第 10 条第２項において、所轄庁は、設立の認証申請書類を受理した後、遅滞なく、

定款や事業計画書、活動予算書などを二週間の間「縦覧」するとともに、法人名や申請

年月日などを「公表」しなければならないと規定されています。(法第 10 条第２項) 

「公表」は、市ホームページに掲載する方法により行います(規則第３条) 。 
 

「縦覧」は、市民協働推進課にて行い、次の書類を縦覧させます。(規則第３条) 

 【縦覧書類】(法第 10 条第２項) 

① 定款 

② 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無

を記載した名簿） 

③ 設立趣旨書 

④ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 

⑤ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書 

なお、市のホームページにおいても、縦覧書類の一部(上記①③④⑤)を公表します。 

○アドレス 

〔 https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei/shisei_sanka/partnership/npo/10

05137.html〕 

 

[認証の基準] 

 (審査基準) 

Ｑ１６ 所轄庁はどのような基準で審査し、認証を行うのか。また、所轄庁によって審

査の基準や運用が異なることはないのか。 

 

Ａ 所轄庁は、認証の申請が以下の(1)から(4)に適合すると認めたときは、設立を認証しな

ければならないこととされています。(法第 12 条第１項) 

(1) 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。 

(2) 申請に係る特定非営利活動法人が次のいずれにも該当する団体であること。 

① 特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること。 

② 営利を目的としないものであること。 

③ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

④ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の３分の１以下であること。 

⑤ その行う活動が宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するこ

とを主たる目的とするものでないこと。 

⑥ その行う活動が政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主た

る目的とするものでないこと。 

⑦ その行う活動が特定の公職の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若し

くは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的

とするものでないこと。 

(3) 申請に係る特定非営利活動法人が次に掲げる団体に該当しないものであること。 

  ① 暴力団 

  ② 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構

成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体 

(4) 申請に係る特定非営利活動法人が 10 人以上の社員を有するものであること。 
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以上のように、この法律では、認証の基準が法文上明記されており、各所轄庁はその基準

に従って認証を行うので、所轄庁によって審査の基準や運用が大きく異なるものではありま

せん。 

 

 (審査期間) 

Ｑ１７ 設立の申請後、どのくらいで認証、不認証が決定されるのか。 

 

Ａ 所轄庁は、認証の申請書を受理した場合には、遅滞なく、定款や事業計画書、活動予

算書などを二週間縦覧するとともに、申請のあった法人の名称や申請年月日を公表しま

す(法第 10 条第２項)。縦覧期間終了後、相模原市では２か月以内(申請から２か月半以

内)に認証又は不認証の決定を行うこととなります。(法第 12 条第２項) 

 

 [登記] 

 (登記の効力) 

Ｑ１８ 特定非営利活動促進法において、「登記」はどのような効力があるか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、「政令で定めるところにより、登記しなければならない」と規

定されています(法第７条第１項)。ここでいう「政令」とは、「組合等登記令」(昭和 39

年政令第 29 号。以下、「組登令」という。)を指し、登記事項や登記の方法などは、この

組登令の規定が適用されることとなります。なお、登記事項は次のとおりです。(組登令

第２条) 

① 目的及び事業 

② 名称 

③ 事務所の所在場所 

④ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格 

⑤ 解散の事由を定めたときは、その事由 

⑥ 代表権の範囲又は制限に関する定めがあるときは、その定め 

⑦ 資産の総額※ 

特定非営利活動法人は、その主たる事務所の所在地を管轄しているにおいて、設立の

登記をすることによって成立します (法第 13 条第１項) 。 

したがって、特定非営利活動法人としての法人格を取得するのは、設立登記の日から

であり、認証されても登記を行わない場合や、登記が認められない場合には、法人とし

て成立していないことになります。 

この設立の登記は、所轄庁の設立の認証後、２週間以内に行う必要があります。(組

登令第２条第１項) 
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また、登記完了後は遅滞なく、その登記事項証明書、登記事項証明書のコピー及び設

立当初の財産目録を添付した届出書を所轄庁に提出していただくことになります(法第

13 条第２項)。 

なお、認証日から６か月を経過しても設立の登記をしない場合には、設立の認証の取

消対象になります。（法第 13 条第３項） 

登記事項は、登記の後でなければ、第三者に対抗することができないとされています 

(法第７条第２項)。例えば、役員変更が法人の内部で決定されていても、それが登記さ

れるまでは、登記上の役員が行った法律行為について、役員変更の事実を知り得なかっ

た第三者に対しては無効を主張することはできません。 

 

 [役員] 

 (特定非営利活動法人の役員) 

Ｑ１９ 特定非営利活動促進法では、役員の数や任期、選任方法、権限、業務などにつ

いて、どのように規定されているのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、法人の規模に関係なく役員として、理事３人以上及び監事１

人以上を置く必要があり(法第 15 条)、理事又は監事の定数の３分の１を超える者が欠

けたときは遅滞なく補充しなければなりません (法第 22 条) 。 

役員の任期は、２年以内において定款で定める期間とされています。ただし、再任す

ることもできます(法第 24 条)。役員の選任方法は法律で特に定められていませんが、

定款で定めておくのが一般的です。 

なお、役員の再任、新任、辞任、住所の異動など、役員に変更等があった場合には、

その内容を所轄庁に届け出る必要があります。(法第 23 条) 

理事は、法人の業務について、法人を代表するとされていますが、定款によりその代

表権を制限することができます(法第 16 条)。例えば、代表権を持つ理事を理事長に限

定するということがこれにあたります。この場合、代表権を持つ理事（理事長）のみを

法務局で登記することになります。 

法人の業務の執行については、定款に特別の定めがないときは、理事の過半数で決定

されることとなっています。(法第 17 条) 

監事は、理事の業務執行の状況や財産の状況を監査するという責任があり、必要に応

じて社員総会又は所轄庁への報告、社員総会の招集等の権限が与えられています。これ

ら監事の権限及び業務については法第 18 条で定められており、理事とは異なり権限や

業務を制限することはできません。 

 

 (役員の資格) 

Ｑ２０ 役員は誰でもなることができるのか。 

 

Ａ 次に掲げる者は、役員になることができません。(法第 20 条) 

① 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

② 禁錮（令和７年６月１日より「拘禁刑」）以上の刑に処せられ、その執行を終わった日

又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

③ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規

定（同法第 32 条の３第７項及び第 32 条の 11 第１項の規定を除く。）に違反したこと

により、又は刑法第 204 条(傷害)、第 206 条(現場助勢)、第 208 条(暴行)、第 208 条の

２(凶器準備集合及び結集)、第 222 条(脅迫)、第 247 条(背任)の罪、若しくは暴力行為
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等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わっ

た日又はその執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

④ 暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）又は暴力団の構成員でなくなっ

た日から５年を経過しない者 

⑤ 設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証を取り

消された日から２年を経過しない者 

⑥ 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるも

の 

また、未成年者であっても役員になることはできると解されますが、法律行為を行う場合

は法定代理人(親権者、後見人)の同意を必要(民法第５条)とすることなどから慎重にご検討

ください。 

役員については、このほか「役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若し

くは３親等以内の親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以

内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない」(法第 21 条)

と規定されています。 

（注） は血族を示す。

は姻族を示す。

③ 曽祖父母 曽祖父母 ③

祖父母 ②② 祖父母

③ 伯叔父母 配 ③ ① 父母 ③

② 兄弟姉妹 配 ② 役員 配偶者

子 配 ① 兄弟姉妹の子 ③

父母 ① 伯叔父母

③ 兄弟姉妹の子 配 ③

≪３親等以内の親族図≫

配 ②

①

兄弟姉妹 ②

③ 曽孫 配 ③

② 孫

 

 [定款の変更] 

 (定款の変更手続) 

Ｑ２１ 定款の変更を行う場合には、どのような手続が必要か。 

 

Ａ 定款の変更は、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経なければなりません。

そして、その議決は、定款に特別の定めがない限り、社員総数の２分の１以上が出席し

た総会で、出席者の４分の３以上の多数の議決を得ることが必要です。その後、変更し

た事項により、所轄庁への認証申請又は届出をすることになります。認証申請が必要と

なる変更事項については、所轄庁の認証がなければ定款変更の効力を生じないこととな

ります。(法第 25 条) 
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○所轄庁への認証申請が必要となる変更事項 

（1）目的 

 （2）名称 

（3）特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

（4）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る。） 

（5）社員の資格の得喪に関する事項 

（6）役員に関する事項（役員の定数に係るものを除く。） 

（7）会議に関する事項 

（8）その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

（9）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。） 

（10）定款の変更に関する事項 

 ※所轄庁の変更を伴う定款変更の認証申請は、変更前の所轄庁を経由して、変更後の所轄庁へ提出していた

だきます。その際の申請書等の様式は、変更後の所轄庁の様式となります。 

 

○所轄庁への届出が必要となる変更事項 
 

（1）相模原市内における主たる事務所及びその他の事務所の移転・新設 

（2）役員の定数に係るもの 

（3）資産に関する事項 

（4）会計に関する事項 

（5）事業年度 

（6）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものを除く。） 

（7）公告の方法 

（8）法第 11 条第１項各号に規定がない事項(合併に関する事項、事務局に関する事項など) 

 

定款の変更については、登記が成立要件とされていませんので、登記を行わなくても

認証を受ければその効力は生じますが、登記事項に関する変更があった場合には、主た

る事務所の所在地において２週間以内に変更の登記を行うことが必要です。(法第７条、

組登令第３条)（Ｑ１８参照） 

なお、届出で足りる定款変更事項は、議決のあった日から効力が発生します。 

 

 [会計] 

 (会計の原則) 

Ｑ２２ 法人の会計は、どのようにすればよいのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人の会計は、次の原則に従って、行わなければならないとされてい

ます。(法第 27 条)  

1 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。 

正規の簿記の原則とは、一定の要件に従い正確な会計帳簿を作成し、その帳簿に基

づき計算書類等を作成することを指します。さらに、一定の要件とは、会計のすべて

が網羅されていること、記録が検証可能な証拠資料に基づいていること、継続的・組

織的に行われていることを指します。 

2 計算書類（活動計算書及び貸借対照表）及び財産目録は、会計簿に基づいて活動に係

る事業の実績及び財政状態に関する真実な内容を明瞭に表示したものとすること。 

3 採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだりに

これを変更しないこと。 
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また、その他の事業に関する会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計と区分

し、特別の会計として経理しなければならないこととなっています。(法第５条第２項) 

あわせて、平成 23 年度に、内閣府において、特定非営利活動法人の会計について明確

化を図り、もって市民・特定非営利活動法人・所轄庁の三者にとって分かりやすい会計

のあり方を検討するための「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会」が開

催されました。その検討結果として計算書類等の考え方や様式例・記載例、作成上のチ

ェックポイントなどが盛り込まれた「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究

会報告書」が平成 23 年 11 月に公表されました。 

この研究会報告書で示された基準は、市民に分かりやすい会計報告をめざし、法人特

有な事情を加味したものとして示されました。この基準を採用するかは法人の任意です

が、ＮＰＯ法人の性質に合わせた会計基準となりますのでぜひ活用してください。 

 

「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会報告書」は内閣府のホームペー

ジで公表されています。考え方や記載方法等の詳細はそちらをご覧ください。 

〔アドレス https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/report28_houkokusyo.pdf〕 

 

作成の際は、ＮＰＯ法人会計基準協議会が運営している「みんなで使おう！ＮＰＯ法

人会計基準」で、上記研究会において議論のベースとなったＮＰＯ法人会計基準につい

ての説明、導入の検討からそれまでについての解説がされていますので、参考にしてく

ださい。 

〔アドレス http://www.npokaikeikijun.jp/〕 

 

 [情報公開] 

 (法人の義務） 

Ｑ２３ 法人が公開すべき書類は何か。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、毎事業年度終了後３か月以内に、前事業年度の①～⑥に掲げ

る書類を作成し、これらを、その作成の日から起算して５年が経過した日を含む事業年

度の末日までの間、主たる事務所及び従たる事務所に備え置かなければなりません。(法

第 28 条第１項) 

  また、⑦～⑩に掲げる書類についても、主たる事務所及び従たる事務所に備え置かな

ければなりません。(法第 28 条第２項) 

① 事業報告書 

② 活動計算書 

③ 貸借対照表 

④ 財産目録 

⑤ 年間役員名簿(前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住

所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した

名簿) 

 ⑥ 前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の氏名及び住所又は居所を

記載した書面 

⑦ 役員名簿 

⑧ 定款 

⑨ 認証に関する書類の写し 

⑩ 登記に関する書類の写し 

※活動計算書と貸借対照表をあわせて計算書類といいます。計算書類には、注記をつ

ける必要があります。

計算書類※ 
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さらに、特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から上記①～⑩の書類

について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて､これを閲覧させ

なければなりません｡ただし、設立の直後（合併の直後）で①から⑥までの書類が作成さ

れるまでの間は、認証申請時の事業計画書及び活動予算書、法人成立時（合併時）の財

産目録を閲覧させることになります。(法第 28 条第３項) 

閲覧の拒否ができる「正当な理由」とは、休日や時間外の閲覧請求や、明らかに不法・

不当な目的による閲覧請求等、極めて限定的なものと考えられます。 

 

(法人の公告) 

Ｑ２４ 貸借対照表の公告はどのようにすればよいのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、前事業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、次に掲げる方法

のうち定款で定める方法により、これを公告しなければなりません。 

  

  ① 官報に掲載する方法 

② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

③ 電子公告（電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供

を受けることができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものをとる公告の

方法をいう。） 

④ 不特定多数の者が公告すべき内容である情報を認識することができる状態に置く

措置として内閣府令で定める方法（法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所への

掲示） 

  官報掲載、日刊新聞紙に掲載する場合は、１度掲載することで公告となりますが、電

子公告を選択する場合は、貸借対照表を作成した日から起算して５年が経過した日を含

む事業年度の末日まで継続して、法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所への掲示を

選択する場合は、掲示してから１年を経過する日までの間継続して公告する必要があり

ます。 

  なお、電子公告を選択した場合、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合の当該公告の方法として、官報又は日刊新聞紙の方法

のいずれかを選択して定款に定めることができます。 

 

 (所轄庁における閲覧又は謄写) 

Ｑ２５ 法人の提出書類について、所轄庁で閲覧又は謄写（コピー）の請求をすること

はできるか。 

 

Ａ 所轄庁は、法人から提出を受けた、過去５年分の事業報告書等（事業報告書、活動計

算書、貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、社員名簿）、役員名簿又は定款等（定款、

その認証及び登記に関する書類の写し）について、閲覧又は謄写の請求があった場合に

は、これを閲覧又は謄写させなければならないと定められています(法第 30 条)。 

相模原市では、市内のみに事務所を置く法人の上記書類について、閲覧は市民協働推

進課、謄写（コピー）は庁内に設置されたコピー機ですることができます。 
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 [解散] 

 (解散手続) 

Ｑ２６ 法人を解散する場合には、どのような手続をとればよいのか。また、その際の

残余財産の処理方法はどうなるのか。 

 

Ａ 特定非営利活動法人は、次に掲げる事由によって解散します。(法第 31 条第１項) 

① 社員総会の決議 

② 定款で定めた解散事由の発生 

③ 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

④ 社員の欠亡 

⑤ 合併 

⑥ 破産手続開始の決定 

⑦ 法第 43 条の規定による設立の認証の取消し 

 

このうち、③の「目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能」を事由とする

解散については、所轄庁の認定がなければ効力を生じません。(同条第２項) 

なお、法人が解散した場合、その法人は清算法人となり、清算の目的の範囲内におい

て、清算の結了まで存続するものとみなされます。(法第 31 条の４) 

清算事務の執行にあたる者を清算人と呼び、その主な職務は、次のとおりです。 

(法第 31 条第４項、法第 31 条の９) 

・ 解散事由が①、②、④、⑥の場合には、所轄庁へその旨の届出 

・ 現務の結了(現に継続中の事務を完了させること) 

・ 債権の取立て及び債務の弁済 

・ 残余財産の引渡し 

清算人は、破産手続開始の決定による解散を除き、原則として理事が就任します。た

だし、定款又は総会の決議で別に定めることも可能です。(法第 31 条の５) 

また、残余財産の帰属先は、合併及び破産手続開始の決定の場合を除き、法第 32 条に

基づき次のとおり決められます。 

 

(1) 所轄庁に対する清算結了の届出(法第 32 条の３)の時に、定款で定めた者に帰属しま

す。なお、その場合、次の①から⑥のうちから選定すべきことが義務づけられていま

す。（法第 11 条第３項） 

① 特定非営利活動法人 

② 国又は地方公共団体 

③ 公益社団法人又は公益財団法人 

④ 私立学校法第３条に規定する学校法人 

⑤ 社会福祉法第 22 条に規定する社会福祉法人 

⑥ 更生保護事業法第２条第６項に規定する更生保護法人 

 

(2) 定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認

証を得て、その財産を国又は地方公共団体に譲渡することができます。 

 

(3) (1)、(2)の方法により処分されない財産は、国庫に帰属します。 
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 [監督] 

 (報告及び検査の要件) 

Ｑ２７ 所轄庁が特定非営利活動法人に対して報告や検査を求めるのはどのような場合

か。また、どのような方法で行うのか。 

 

Ａ 所轄庁が特定非営利活動法人に報告や検査を求めることができるのは、特定非営利活動法

人が、次の①～③の条件を満たす場合となっております。(法第 41 条) 

① 法令に違反する疑いがあると認められる「相当な理由」があるとき 

② 法令に基づいてする行政庁の処分に違反する疑いがあると認められる「相当な

理由」があるとき 

③ 定款に違反する疑いがあると認められる「相当な理由」があるとき 

このように、単なる違反の｢疑い」だけではなく、｢疑い」があると認められる｢相当な

理由｣がある場合には、報告や検査を求めることができるとされています。 

この｢相当な理由｣とは、客観的にみて十分に違反の疑いがあると考えるだけの事実、

根拠のこととされています。 

ここでいう法令とは本法を含む全ての法令のことで、②の行政庁の処分とは、法第 42

条の改善命令のほかに、特定非営利活動法人が行う事業についての関係法令に基づく行

政庁の処分も含みます。 

この規定による「報告」とは、所轄庁が特定非営利活動法人に対して、本法で作成、

提出等が義務づけられている貸借対照表、財産目録等の書類やその他必要な書類の提出

を求めたり、その内容に関する説明を求めることを言います。また、「検査」とは、所轄

庁の職員が、対象となる特定非営利活動法人の事務所、その他の施設に立ち入り、その

業務若しくは財産の状況や、帳簿、書類その他の物件を検査することを言います。 

なお、検査をする職員は「相当な理由」を記載した書面を特定非営利活動法人の役員

等に提示することとなっているほか、その身分を示す証明書を携帯し関係者に提示する

こととなっています。 

 

 (改善命令) 

Ｑ２８ 改善命令とは何か。 

 

Ａ 所轄庁は、特定非営利活動法人がその活動の実態等において認証の基準を満たしてい

ないと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、

又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該特定非営利活動法人に対し、期

限を定めて、その改善のために必要な措置を採るべきことを命ずることができます(法第

42 条)。これがいわゆる「改善命令」です。 

 

 (認証取消) 

Ｑ２９ 所轄庁は、どのような場合に特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すこと

ができるのか。 

 

Ａ 所轄庁は、特定非営利活動法人が、次の２つの事由に該当すると認めるときには、設

立の認証を取り消すことができるとされています。(法第 43 条第１項) 

まず、改善命令をしたにもかかわらず、これに違反した場合であって、かつ、その他

の方法により監督の目的を達することができないときには取消しを行うことができます。
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このように、取消しにあたっては、改善命令を行うことを原則としていますが、例外

的な場合として、法令に違反した場合であって、改善命令によってはその改善を期待す

ることができないことが明らかであり、かつ、他の方法により監督の目的を達すること

ができないときは、改善命令を経ないでも、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取

り消すことができます。(法第 43 条第２項) 

次に、３年にわたって、事業報告書等の提出を行わない場合も取消しを行うことがで

きるとされています。(法第 43 条第１項) 

  なお、設立の認証を受けた者が、設立の認証があった日から６か月を経過しても設立

の登記をしない場合にも、設立の認証を取消すことができます。（法第 13 条第３項） 

 

 [税制] 

 (税制上の取扱い) 

Ｑ３０ 特定非営利活動法人は、税制上どのように扱われるのか。 

 

Ａ 法人税及び法人事業税については、法人税法上の収益事業(法人税法施行令第５条第１

項に掲げられている 34 業種。以下同じ。)の所得に対しては課税されますが、それ以外

の事業の所得は非課税となっています。 

法人住民税(県民税・市民税)については、法人税法上の収益事業を行っている場合に

は均等割と法人税割が課税され、行っていない場合には均等割のみが課税されます。 

なお、相模原市では、法人税法上の収益事業を行っていない法人については、法人か

らの申請により、市民税の均等割を減免する制度があります。 

また、神奈川県の県民税の均等割についても、相模原市と同様な取扱いを行っており

ます。 

※詳細については、①法人税については税務署、②法人の県民税・事業税については県

税事務所、③法人市民税については市民税課法人担当にご確認ください。 

（税金についてのお問い合わせ先につきましては、裏表紙の１ページ前をご参照くださ

い。）
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 特定非営利活動促進法では、違反行為に対し罰則規定が定められています。 

 以下に列記しているのは、特定非営利活動法人（認定・特例認定・指定特定非営利活動法人に係る事項

を除く。）に係る違反行為です。 
 

１ ５０万円以下の罰金注１に処せられる者 ＜法第７８条・第７９条＞ 
 
  ■ 正当な理由がなく、改善命令注２に違反して当該命令に係る措置を採らなかった者（法第４２条違反） 

  ■ 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）の代表者若しくは管理人又

は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が改善命令に違反をしたときは、その行為者及

びその法人又は人（法第４２条違反） 

 

２ ２０万円以下の過料注１に処せられる場合 ＜法第８０条＞ 
 
  ■ 次のいずれかに該当する場合、法人の理事、監事又は清算人には２０万円以下の過料に処せられる

ことがあります。 

   (1) 組合等登記令に違反して、登記することを怠ったとき（法第７条第１項違反） 

  (2) 法人成立時（合併時）に作成する財産目録を法人の主たる事務所及び従たる事務所に備え置かず、

又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき（法第１４条及び法第３９条第

２項違反） 

(3) 役員の変更等があったとき、所轄庁に届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき（法第２３条第１項違

反） 

(4) 定款の変更（所轄庁の認証を受けなければならない事項に係るものを除く。）をしたとき、所轄

庁に届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき（法第２５条第６項） 

 (5) 毎事業年度初めの３か月以内に作成する前事業年度の事業報告書、計算書類（活動計算書及び貸

借対照表）、財産目録、年間役員名簿及び前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記載した書面（以下、｢事業報告書等｣という。）をその作成の日から起算

して５年が経過した日を含む事業年度の末日までの間、法人の主たる事務所及び従たる事務所に備

え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき（法第２８条第１

項違反） 

(6) 役員名簿並びに定款等（定款並びにその認証及び登記に関する書類の写し。）を法人の主たる事

務所及び従たる事務所に備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載

をしたとき（法第２８条第２項違反） 

(7) 定款の変更に係る登記をしたとき、所轄庁に提出しなければならない当該登記事項証明書の提出

を怠ったとき（法第２５条第７項違反） 

(8) 毎事業年度１回、所轄庁に提出しなければならない事業報告書等の提出を怠ったとき（法第２９条

違反） 

(9) 前事業年度の貸借対照表を作成した後、定款に定めた方法による公告をせず、又は不正の公告を

したとき。（法第２８条の２違反） 

(10) 法人がその債務を完済することができなくなったにもかかわらず、理事が、直ちに裁判所に破産

手続開始の申立てをしなかったとき(法第３１条の３第２項違反) 

(11) 清算中に法人の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らかになったにもかかわらず、

清算人が、直ちに裁判所に破産手続開始の申立てをしなかったとき（法第３１条の１２第１項違反） 

(12) 清算人が債権者に対し、２か月以上の定めた期間内に債権の申出をすべきことの催告について、

解散した後、遅滞なく、公告をせず、又は不正の公告をしたとき（法第３１条の１０第１項違反） 

(13) 清算人が裁判所に破産手続開始の申立てをしたことの公告をせず、又は不正の公告をしたとき（法

第３１条の１２第１項違反） 

(14) 合併の認証があったとき、通知のあった日から２週間以内に、合併する各法人で作成し主たる事

務所及び従たる事務所に備え置かなければならない貸借対照表及び財産目録を作成せず、又はこれ

に記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。（法第３５条第１項違反）
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(15) 合併の認証があったとき、通知のあった日からから２週間以内に、債権者に対し合併に異議があ

れば２か月以上の定めた期間内に述べるべきことを公告せず、かつ、判明している債権者に対して

は、各別にこれを催告しなかったとき（第３５条第２項違反） 

(16) 合併について債権者が異議を述べたとき、法人が弁済せず、若しくは相当の担保を供さず、又は

その債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営む金融機関に相当

の財産を信託しなかったとき（法第３６条第２項違反） 

 (17)  法第４１条第１項の規定注3による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき（法第４１条第１項違反） 

 

２ １０万円以下の過料に処せられる場合 ＜法第８１条＞ 
 
■ 名称に「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい文字を用いた特定非営利活動法人以外の者（法

第４条違反） 

 

注１ 罰金と過料 

  罰金とは刑罰の一種で、行為者から強制的に金銭を取り立てるものです。刑法第 15 条に 1 万円以上

と定められています。 

過料とは制裁にあたる金銭罰で刑罰ではありません。法令上の義務違反、又は行政上の義務の履行を

強制する手段として課せられるものです。 

刑罰の一つに科料(千円以上１万円未満)がありますが、過料と同じく「かりょう」と発音するため過

料を「あやまちりょう」、科料を「とがりょう」と呼んで区別することがあります。 
 

注２ 改善命令（法第４２条） 

所轄庁は、法人が次に該当すると認めるとき、当該法人に対し、期限を定めてその改善のため、法人

に対して必要な措置を採ることを命ずることができます。 

＊法第２条第２項に掲げる特定非営利活動法人の要件（※１）を欠く、法第１２条第１項第３号に掲

げる団体（※２）に該当する、法人の社員が１０人を欠く、これらに至ったと認めるとき 

＊法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反したとき 

＊法人運営が著しく適正を欠くとき 
 
注３ 法第４１条第１項の規定 

  法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反する疑いがあると認められる相当な

理由があるときは、所轄庁は法人に対し次のことができます。 

  ＊法人の業務若しくは財産の状況に関し報告をさせること 

  ＊法人の事務所やその他の施設に立ち入り、法人の業務、財産の状況・帳簿・書類その他の物件を検

査すること 
 

（※１）法第２条第２項に掲げる特定非営利活動法人の要件【法抜粋】 

一 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。 

イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

ロ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。 

二 その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでないこと。 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。 

ハ 特定の公職の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対することを目的とするものでないこと。 

 

（※２）法第１２条第１項第３号に掲げる団体【法抜粋】 

一 暴力団 

二 暴力団又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から五年を経過しない者の統制の下にある団体 
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○ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号） 

 

「e-Gov法令検索」（総務省）のページでご確認ください。 

 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=410AC1000000007 

 

 

○ 特定非営利活動促進法施行令（平成２３年政令第３１９号） 

 

https://elaws.e-

gov.go.jp/document?lawid=423CO0000000319_20231231_505CO0000000346&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%9

6%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E4%BB%A4 

 

 
 

○ 特定非営利活動促進法施行規則（平成２３年内閣府令第５５号） 

 

https://elaws.e-

gov.go.jp/document?lawid=423M60000002055_20240125_506M60000002003&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%9

6%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E8%A6%8F%E5%89%87 

 

 

あ付          録 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=410AC1000000007
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423CO0000000319_20231231_505CO0000000346&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E4%BB%A4
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423CO0000000319_20231231_505CO0000000346&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E4%BB%A4
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423CO0000000319_20231231_505CO0000000346&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E4%BB%A4
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423M60000002055_20240125_506M60000002003&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E8%A6%8F%E5%89%87
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423M60000002055_20240125_506M60000002003&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E8%A6%8F%E5%89%87
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=423M60000002055_20240125_506M60000002003&keyword=%E7%89%B9%E5%AE%9A%E9%9D%9E%E5%96%B6%E5%88%A9%E6%B4%BB%E5%8B%95%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95%E6%96%BD%E8%A1%8C%E8%A6%8F%E5%89%87


79 

「相模原市例規集（条例・規則等）」（相模原市）のページでご確認ください。 

https://krg211.legal-square.com/HAS-Shohin/page/SJSrbLogin.jsf 

 

○ 相模原市特定非営利活動促進法施行条例（平成２４年相模原市条例第７号） 

 

○ 相模原市特定非営利活動促進法等の施行に関する規則（平成２４年相模原市規則第６１号） 

 

 

 

と入力して  
特定 施行条例 

と入力して  
促進法等 

https://krg211.legal-square.com/HAS-Shohin/page/SJSrbLogin.jsf
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○ 特定非営利活動促進法の主な準用法令（認証に係るもの） 

 

［第 2条関係］ 

 公職選挙法 

第 3 条（公職の定義）この法律において「公職」とは、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会
の議員及び長の職をいう。 

 

［第 7条関係］ 

  組合等登記令 

第 1条（適用範囲） 別表の名称の欄に掲げる法人（以下「組合等」という。）の登記については、他の法令
に別段の定めがある場合を除くほか、この政令の定めるところによる。 

第 2条（設立の登記） 組合等の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、設立の認可、出資の
払込みその他設立に必要な手続が終了した日から二週間以内にしなければならない。  

２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。  

一  目的及び業務  

二  名称  

三  事務所の所在場所  

四  代表権を有する者の氏名、住所及び資格  

五  存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由  

六  別表の登記事項の欄に掲げる事項  

 第 3条（変更の登記） 組合等において前条第二項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、2週間以内に、
その主たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、出資若しくは払い込んだ出資の総額又は出資の総口数の変更の登記は、毎事
業年度末日現在により、当該末日から四週間以内にすれば足りる。 

３ 第一項の規定にかかわらず、資産の総額の変更の登記は、毎事業年度末日現在により、当該末日から 3

月以内にすれば足りる。 

第 7 条（解散の登記） 組合等が解散したときは、合併、破産手続開始の決定及び第八条第二項に規定する
承継があつたことによる解散の場合を除き、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、解散の
登記をしなければならない。 

第 7 条の 2（継続の登記） 組合等のうち、別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により継続することがで
きるものが、継続したときは、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、継続の登記をしなけ
ればならない。 

第 8 条（合併等の登記） 組合等が合併をするときは、合併の認可その他合併に必要な手続が終了した日か
ら二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、合併により消滅する組合等については解散の登記
をし、合併後存続する組合等については変更の登記をし、合併により設立する組合等については設立の登
記をしなければならない。 

２ 前項の規定は、組合等が承継（組合等を会員とする他の組合等（以下この項において「連合会」という。）

において、会員が一人になつた連合会の会員たる組合等が別表の根拠法の欄に掲げる法律の規定により当
該連合会の権利義務を承継することをいう。第十三条において同じ。）をする場合について準用する。 

第 10条（清算結了の登記） 組合等の清算が結了したときは、清算結了の日から二週間以内に、その主たる
事務所の所在地において、清算結了の登記をしなければならない。 

 

別表（第一条、第二条、第六条、第七条の二、第八条、第十四条、第十七条、第二十条、第二十一条の
三関係） 

特定非営利活動法人 特定非営利活動促進法（平成十年

法律第七号） 

代表権の範囲又は制限に関する定

めがあるときは、その定め 

資産の総額 

 

［第 8条関係］ 

 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

第 78条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害を賠償す
る責任を負う。 

 

［第 11条関係］ 

 私立学校法 

第 3 条 この法律において「学校法人」とは、私立学校の設立を目的として、この法律の定めるところによ
り設立される法人をいう。 
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 社会福祉法 

第 22 条 この法律において「社会福祉法人」とは、社会福祉事業を行うことを目的として、この法律の定め
るところにより設立された法人をいう。 

 更生保護事業法 

第 2条 第 6項 この法律において「更生保護法人」とは、更生保護事業を営むことを目的として、この法律
の定めるところにより設立された法人をいう。 

 

［第 12条関係］ 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

第 2 条（定義） この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに
よる。 

一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をい
う。 

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不
法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 

  （以下略） 

 

［第 20条関係］ 

 刑法 

第 204条（傷害） 人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

第 206 条（現場助勢） 前二条の犯罪が行われるに当たり、現場において勢いを助けた者は、自ら人を傷害

しなくても、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金若しくは科料に処する。 

第 208 条（暴行） 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以下の懲役若しくは三十万

円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。 

第 208条の 2（凶器準備集合及び結集） 二人以上の者が他人の生命、身体又は財産に対し共同して害を加え

る目的で集合した場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って集合した者は、二年以

下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２  前項の場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って人を集合させた者は、三年以下

の懲役に処する。 

第 222 条（脅迫） 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、二

年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、前項と同様

とする。 

第 247 条（背任） 他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は本人に損

害を加える目的で、その任務に背く行為をし、本人に財産上の損害を加えたときは、五年以下の懲役又は

五十万円以下の罰金に処する。 

 

［第 70条関係］ 

 法人税法 

第 2条（定義）この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、該当各号に定めるところによる。（中略） 

六 公益法人等 別表第二に掲げる法人をいう。 （中略） 

第 37条（寄附金の損金不算入） （中略） 

４ 第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人等（別表第２に掲げ

る一般社団法人及び一般財団法人を除く。以下この項及び次項において同じ。）その他特別の法律により設

立された法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄

与するものとして政令で定めるものに対する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金（出資に

関する業務に充てられることが明らかなもの及び前項各号に規定する寄附金に該当するものを除く。）の額

があるときは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事

業年度の所得の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える場合には、当該計算し

た金額に相当する金額）は、第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただし、公益法人等が

支出した寄附金の額については、この限りでない。 （中略） 

第 66条 （各事業年度の所得に対する法人税の税率） 内国法人である普通法人、一般社団法人等（別表第

二に掲げる一般社団法人及び一般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人をいう。次項及び第

三項において同じ。）又は人格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、各

事業年度の所得の金額に百分の二十三・二の税率を乗じて計算した金額とする。 
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２ 前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資金の額が一

億円以下であるもの若しくは資本若しくは出資を有しないもの、一般社団法人等又は人格のない社団等の

各事業年度の所得の金額のうち年八百万円以下の金額については、同項の規定にかかわらず、百分の十九

の税率による。 

３ 公益法人等（一般社団法人等を除く。）又は協同組合等に対して課する各事業年度の所得に対する法

人税の額は、各事業年度の所得の金額に百分の十九の税率を乗じて計算した金額とする。 

（以下略） 

  

（参考）法人税法 

第 2条（定義） （中略） 

 十三 収益事業 販売業、製造業その他の政令で定める事業で、継続して事業場を設けて行わ

れるものをいう。 （以下略） 

法人税法施行令 

第 5 条（収益事業の範囲） 法第 2 条第 13 号（定義）に規定する政令で定める事業は、次に掲

げる事業（その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。）とする。 （以下略） 

＊ 法人税法施行令第 5条第 1項に掲げられている 34業種 
     物品販売業、不動産販売業、金銭貸付業、物品貸付業、不動産貸付業、製造業、通信業、運送業、

倉庫業、請負業、印刷業、出版業、写真業、席貸業、旅館業、料理店業その他の飲食店業、周旋

業、代理業、仲立業、問屋業、鉱業、土石採取業、浴場業、理容業、美容業、興行業、遊技所業、

遊覧所業、医療保健業、一定の技芸教授業、駐車場業、信用保証業、無体財産権の提供等を行う

事業、労働者派遣業 

 

 租税特別措置法 

第 68条の 6 （公益法人等の損益計算書等の提出） 公益法人等（法人税法以外の法律によって公益法人等

とみなされているもので政令で定める法人及び小規模な法人として政令で定める法人を除く。）は、当該

事業年度につき法人税法第七十四条第一項の規定による申告書を提出すべき場合を除き、財務省令で定め

るところにより、当該事業年度の損益計算書又は収支計算書を、当該事業年度終了の日の翌日から四月以

内（政令で定める法人にあつては、同日から政令で定める期間内）に、当該事業年度終了の日におけるそ

の主たる事務所の所在地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

 租税特別措置法施行令 

第 39 条の 37（損益計算書等の提出を要しない公益法人等の範囲等） 法第六十八条の六に規定する政令で

定める公益法人等とみなされている法人は、地方自治法第二百六十条の二第七項に規定する認可地縁団体、

建物の区分所有等に関する法律第四十七条第二項に規定する管理組合法人及び同法第六十六条の規定によ

り読み替えられた同項に規定する団地管理組合法人、政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の

付与に関する法律第七条の二第一項に規定する法人である政党等、密集市街地における防災街区の整備の

促進に関する法律第百三十三条第一項に規定する防災街区整備事業組合並びにマンションの建替え等の円

滑化に関する法律第五条第一項に規定するマンション建替組合及び同法第百十六条に規定するマンション

敷地売却組合とする。 

２ 法第六十八条の六に規定する政令で定める小規模な法人は、当該事業年度の収入金額（資産の売却によ

る収入で臨時的なものを除く。）の合計額が八千万円（当該事業年度が十二月に満たない場合には、八千万

円に当該事業年度の月数を乗じてこれを十二で除して計算した金額）以下の法人とする。 

３ 前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とする。 

（以下略） 

 地価税法 

第 2条 （定義） この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 （中

略） 

六 公益法人等 法人税法別表第 2（公益法人等の表）に掲げる法人をいう。 

七 人格のない社団等 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものをいう。 

（中略） 

第 6条（非課税） （中略） 

４ 人格のない社団等が有する土地等でその行う事業（法人税法第二条第十三号（定義）に規定する収益事

業（以下この項において「収益事業」という。）を除く。）の用に供されているもの（当該土地等が当該人

格のない社団等の収益事業の用にも供されているときは、当該土地等のうち当該収益事業の用に供されて

いる部分として政令で定める部分を除く。）については、当該人格のない社団等には、地価税を課さない。 

（以下略） 
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○ 相模原市特定非営利活動促進法施行条例・施行規則の準用法令（認証に係るもの） 

 
［条例第 2 条関係］ 
住民基本台帳法 
第 30 条の 9（国の機関等への本人確認情報の提供） 機構は、別表第一の上欄に掲げる国の機関又は
法人から同表の下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたときは、政令で定めるところにより、
第三十条の七第三項の規定により機構が保存する本人確認情報であつて同項の規定による保存期間
が経過していないもの（以下「機構保存本人確認情報」という。）のうち住民票コード以外のものを
提供するものとする。ただし、個人番号については、当該別表第一の上欄に掲げる国の機関又は法
人が番号利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、提供する
ものとする。 

第 30 条の 10（通知都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供） 機構は、次の各
号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところにより、本人確認情報を第三十条の七第一
項の規定により通知した都道府県知事が統括する都道府県（以下「通知都道府県」という。）の区域
内の市町村の市町村長その他の執行機関に対し、機構保存本人確認情報（第一号及び第二号に掲げ
る場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものとする。ただし、第一号に掲げる場合に
あつては、個人番号については、当該市町村長その他の市町村の執行機関が番号利用法第九条第一
項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、提供するものとする。 
一 通知都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表第二の上欄に掲げる
ものから同表の下欄に掲げる事務の処理に関し求めがあつたとき。（中略） 

別表第二（抄） 

提供を受ける通知都道府県の区域内の

市町村の市町村長その他の執行機関 

事務 

一の四 指定都市の長 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）による同法第十条

第一項の認証、同法第二十三条第二項の届出又は同法第三十四条

第三項の認証に関する事務であつて総務省令で定めるもの 

 
第 30 条の 12（通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供） 
機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、政令で定めるところにより、通知都道府県以外
の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関に対し、機構保存本人確認情報（第一号
及び第二号に掲げる場合にあつては、住民票コードを除く。）を提供するものとする。ただし、第一
号に掲げる場合にあつては、個人番号については、当該市町村長その他の市町村の執行機関が番号
利用法第九条第一項の規定により個人番号を利用することができる場合に限り、提供するものとす
る。 
一 通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の市町村長その他の執行機関であつて別表第四
の上欄に掲げるものから通知都道府県以外の都道府県の都道府県知事を経て同表の下欄に掲げる
事務の処理に関し求めがあつたとき。（中略） 

別表第四（抄） 

提供を受ける通知都道府県以外の都道

府県の区域内の市町村の市町村長その

他の執行機関 

事務 

一の四 指定都市の長 特定非営利活動促進法による同法第十条第一項の認証、同法第二

十三条第二項の届出又は同法第三十四条第三項の認証に関する

事務であつて総務省令で定めるもの 

 
［条例第 27 条関係］ 
民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律  
第 3 条（電磁的記録による保存） 民間事業者等は、保存のうち当該保存に関する他の法令の規定
により書面により行わなければならないとされているもの（主務省令で定めるものに限る。）につ
いては、当該法令の規定にかかわらず、主務省令で定めるところにより、書面の保存に代えて当
該書面に係る電磁的記録の保存を行うことができる。 （中略） 
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第 4 条（電磁的記録による作成） 民間事業者等は、作成のうち当該作成に関する他の法令の規定
により書面により行わなければならないとされているもの（当該作成に係る書面又はその原本、
謄本、抄本若しくは写しが法令の規定により保存をしなければならないとされているものであっ
て、主務省令で定めるものに限る。）については、当該他の法令の規定にかかわらず、主務省令
で定めるところにより、書面の作成に代えて当該書面に係る電磁的記録の作成を行うことができ
る。 （中略） 

第 5 条（電磁的記録による縦覧等） 民間事業者等は、縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の法令
の規定により書面により行わなければならないとされているもの（主務省令で定めるものに限る。）
については、当該法令の規定にかかわらず、主務省令で定めるところにより、書面の縦覧等に代
えて当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の縦覧等を行
うことができる。 （以下略） 

 
［規則第３条関係］ 
相模原市公告式条例（昭和 25 年相模原市条例第 24 号） 

 (条例の公布) 
第２条第２項 条例の公布は、掲示場に掲示してこれを行うものとする。この場合において、掲示場の位
置及び掲示に関する規定は、別にこれを定める。 （以下略） 
 
相模原市掲示場設置規程（昭和 44 年相模原市告示第 33 号） 

  相模原市公告式条例(昭和 25 年相模原市条例第 24 号)第 2 条第 2 項の規定により、掲示場の位置を次
のように定める。 

 
相模原市役所掲示場 相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

相模原市緑区役所掲示場 相模原市緑区西橋本５丁目３番２１号 

相模原市緑区役所城山まちづくりセンター掲示場 相模原市緑区久保沢１丁目３番１号 

相模原市緑区役所津久井まちづくりセンター掲示場 相模原市緑区中野６３３番地 

相模原市緑区役所相模湖まちづくりセンター掲示場 相模原市緑区与瀬８９６番地 

相模原市緑区役所藤野まちづくりセンター掲示場 相模原市緑区小渕２０００番地 

相模原市中央区役所掲示場 相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

相模原市南区役所掲示場 相模原市南区相模大野５丁目３１番１号 

（以下略） 
 
相模原市の執務時間に関する規則（平成元年相模原市規則第 28 号） 

(相模原市の執務時間) 
第 1 条 相模原市の執務時間は、相模原市の休日を定める条例(平成元年相模原市条例第 4 号)第 1 条第 1
項に規定する休日を除き、午前 8 時 30 分から午後 5 時までとする。 （以下略） 

 
相模原市の休日を定める条例（平成元年相模原市条例第 4 号） 

(市の休日) 
第 1 条 次に掲げる日は、相模原市(以下「市」という。)の休日とし、市の機関の執務は、原則として行
わないものとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 
(2) 国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日 
(3) 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日(前号に掲げる日を除く。) （以下略） 
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○相模原市内のみに事務所を置くＮＰＯ法人 

相模原市 市民局 市民協働推進課 

  所在地：〒252-5277 相模原市中央区中央2丁目11番15号 相模原市役所第２別館４階 

 電話：042-769-8226（直通）／ＦＡＸ：042-754-7990 

 

○横浜市内のみに事務所を置くＮＰＯ法人 

横浜市 市民局 市民協働推進センター内 ＮＰＯ受付カウンター 

所在地：〒231-0005 横浜市中区本町６丁目５０番地の１０ 

電話：045-671-4737／ＦＡＸ：045-223-2032 

ホームページアドレス：https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kyodo-manabi/shiminkyodo/NPO/ 

 

○川崎市内のみに事務所を置くＮＰＯ法人 

川崎市 市民文化局 コミュニティ推進部 市民活動推進課 

所在地：〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１ 

電話：044-200-2341／ＦＡＸ：044-200-3800 

ホームページアドレス：http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/32-7-6-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

○藤沢市内のみに事務所を置くＮＰＯ法人 

 藤沢市 市民自治部 市民自治推進課 

 所在地：〒251-8601 藤沢市朝日町１－１ 本庁舎７階 

 電話：0466-50-3516／ＦＡＸ ：0466-50-8407 

ホームページアドレス：http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/jiti-s2/index.html 

 

○上記４市（横浜市・川崎市・藤沢市・相模原市）以外の県内市町村に事務所を置くＮＰＯ法人、 

４市を含めた県内の複数の市町村に事務所を置くＮＰＯ法人及び主たる事務所を県内に置き、 

他の都道府県にも事務所を置くＮＰＯ法人 
 
 神奈川県 政策局 政策部 ＮＰＯ協働推進課 横浜駐在事務所 

所在地：〒221-0835 横浜市神奈川区鶴屋町2丁目24番2号 かながわ県民センター8階 

電話：045-312-1121（代表）／ＦＡＸ：045-312-1166 

ホームページアドレス：http://www.pref.kanagawa.jp/div/0223/ 

  

○相模原市内法人の法人登記所 

 横浜地方法務局湘南支局 

  所在地：〒251-8523 藤沢市辻堂神台2丁目2番3号 

  電話：０４６６－３５－４６２０ 

  ホームページアドレス：http://houmukyoku.moj.go.jp/yokohama/ 

 

○税金についてのお問い合わせ先 

•  法人税 相模原税務署 電話：代表 ０４２－７５６－８２１１（自動音声でご案内します） 

 

 法人の県民税・事業税 相模原県税事務所 電話：０４２－７４５－１１１１（代） 

 

 法人市民税 相模原市役所市民税課 電話：０４２－７５４－１１１１（代） 

参考 



○ 市民協働推進課 の 案内図 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人関係事務の案内 [設立申請編] 

令和７年４月 
 

相模原市  市民局  市民協働推進課 

〒２５２－５２７７ 相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

電話：０４２－７６９－８２２６（直通） ＦＡＸ：０４２－７５４－７９９０ 

 

市民協働推進課は、第２別館の４階です。 

さがみはら市民活動サポートセンターは、けやき会館の３階です。 

申請書類がある程度できたとき、設立認証の申請をするときは、市役所市民協働推進課へ！ 

「ＮＰＯって何？」「ＮＰＯ法人の設立って難しいの？」「活動資金を集める方法は？」 

申請前に質問してみたい、相談してみたいときは、さがみはら市民活動サポートセンターへ！ 

さがみはら市民活動サポートセンター 
電話／ＦＡＸ：０４２－７５５－５７９０ 

相模原市中央区富士見６丁目６番２３号  けやき会館３階  

開館日：火曜日～土曜日  9：00～21：00 日曜日  9：00～17：00 

休館日：毎週月曜日、年末年始（12/29～1/3）、定期点検・定期清掃日  


